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第一部【企業情報】 

  

第１【企業の概況】 

  

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第84期、第85期、第86期、第87期及び第88期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額は、１株当たり当期純損失が

計上されているため記載しておりません。 

３ 従業員数には臨時従業員は含まれておりません。 

４ 第87期において在外子会社「東特（浙江）有限公司」及び「TOTOKU(THAILAND)CO.,LTD.」を新たに連結の範囲に含めて

おります。また、第85期において国内子会社「㈱武石製作所」を、第86期において同じく「㈱東特清里製作所」を連結

の範囲から除外いたしました。 

５ 第84期、第85期、第86期、第87期及び第88期の自己資本利益率及び株価収益率については、当期純損失が計上されてい

るため記載しておりません。 

回次 第84期 第85期 第86期 第87期 第88期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

売上高 (百万円) 39,341 35,161 35,670 37,606 41,596

経常利益又は 
経常損失（△） 

(百万円) △1,323 71 385 172 △91

当期純損失 (百万円) 4,585 608 1,200 97 893

純資産額 (百万円) 13,618 12,264 10,900 10,537 10,880

総資産額 (百万円) 39,677 36,464 35,956 37,861 39,697

１株当たり純資産額 (円) 307.67 277.45 246.64 238.48 246.27

１株当たり当期純損失 (円) 103.58 13.75 27.15 2.20 20.22

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 34.3 33.6 30.3 27.8 27.4

自己資本利益率 (％) ― ― ― ― ―

株価収益率 (倍) ― ― ― ― ―

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △303 2,547 2,247 874 1,001

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △2,989 △1,181 △2,146 △2,202 △1,776

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 3,866 △1,402 △128 1,148 518

現金及び現金同等物 
の期末残高 

(百万円) 3,310 3,072 2,908 3,657 3,593

従業員数 (人) 3,077 3,056 2,733 3,513 3,248



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第84期、第85期及び第86期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額は、１株当たり当期純損失が計上されているた

め記載しておりません。 

第87期及び第88期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額は、希薄化効果を有している潜在株式が存在していない

ため記載しておりません。 

３ 従業員数には臨時従業員は含まれておりません。 

４ 第84期、第85期及び第86期の自己資本利益率、株価収益率及び配当性向については、当期純損失が計上されているため

記載しておりません。 

５ 第87期及び第88期の配当性向については、１株当たり配当額がないため記載しておりません。 

  

  

回次 第84期 第85期 第86期 第87期 第88期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

売上高 (百万円) 31,276 27,181 29,025 30,898 32,285

経常利益又は 
経常損失（△） 

(百万円) △1,454 △655 198 145 264

当期純利益又は 
当期純損失（△） 

(百万円) △4,333 △951 △1,093 103 26

資本金 (百万円) 6,146 6,146 6,146 6,146 6,146

発行済株式総数 (株) 44,278,359 44,278,359 44,278,359 44,278,359 44,278,359

純資産額 (百万円) 11,260 10,214 9,403 9,515 9,792

総資産額 (百万円) 32,476 30,063 30,622 31,455 33,702

１株当たり純資産額 (円) 254.34 230.82 212.51 215.08 221.39

１株当たり配当額 
（うち１株当たり 
中間配当額） 

(円) 

(円) 
― 
(―)

―
(―)

―
(―)

― 
(―)

―
(―)

１株当たり当期純利益 
又は当期純損失（△） 

(円) △97.88 △21.50 △24.71 2.34 0.59

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 34.7 34.0 30.7 30.3 29.1

自己資本利益率 (％) ― ― ― 1.1 0.3

株価収益率 (倍) ― ― ― 101.7 389.8

配当性向 (％) ― ― ― ― ―

従業員数 (人) 509 490 475 485 523



２【沿革】 

  

３【事業の内容】 

 当社グループ（提出会社及び提出会社の関係会社）は、提出会社、子会社17社、関連会社５社及びその他の関係会社１社で構

成され、電線及び電線加工品、光部品・機器並びに電子機器・部品の製造販売を主な内容とし、さらに各事業に関連する物流・

研究等の事業を展開しております。 

 当社グループの事業に係わる位置づけは、次のとおりであります。 

 なお、次の３部門は「第５ 経理の状況」に掲げる事業の種類別セグメント情報の区分と同一であります。 

電線及び電線加工品：連結財務諸表提出会社（以下、提出会社という）が製造販売するほか、連結子会社である㈱立岩製作

所、㈱特電、また、関連会社である東特巻線㈱に対し材料の供給及び製品の購入をしております。 

光部品・機器   ：提出会社が主に製造販売しております。 

電子機器・部品  ：提出会社が製造販売するほか、連結子会社である東特長岡㈱及びトウトクテクノ㈱に対し材料の供給及

び製品の購入をしております。 

  

昭和15年11月 抵抗線並びに諸電線の製造販売を目的として、東京都台東区において設立。 

昭和18年11月 長野県小県郡丸子町（現・上田市）に工場を移転。 

昭和25年２月 大阪市都島区に東京特殊電線販売株式会社を設立。 

昭和26年６月 ビニル絶縁電線の生産を開始。 

昭和27年６月 長野県小県郡丸子町（現・上田市）に丸子工場を新設。 

昭和27年12月 東京都新宿区に本社を移転。 

昭和28年６月 長野県小県郡丸子町（現・上田市）に東京特殊電線木工㈱と東京特殊電線絹糸㈱を設立。 

（両社合併後現社名：㈱特電 現・連結子会社） 

昭和29年１月 株式を東京証券取引所に上場。 

昭和30年３月 電子部品の生産を開始。 

昭和31年３月 群馬県高崎市に㈲東京特殊電線販売店を設立。 

（現社名：㈱トクデンプロセル 現・連結子会社） 

昭和36年11月 長野県上田市に上田工場を新設。通信ケーブルの生産を開始。 

昭和38年３月 長野県上田市に東特運輸㈱を設立。（現・連結子会社） 

昭和39年10月 電子部品製造子会社の東洋特殊電器株式会社を合併。 

昭和47年１月 ＣＲＴディスプレイの生産を開始。 

昭和48年３月 東京証券取引所市場第一部に指定替えとなる。 

昭和54年３月 台湾の栄星電線工業股份有限公司に資本参加。（現・関連会社） 

昭和57年６月 上田工場内に電子機器工場棟を新設。 

昭和59年３月 新潟県長岡市に電子機器製造の子会社東特長岡株式会社を設立。（現・連結子会社） 

平成元年３月 マレーシアに合弁会社TOTOKU (MALAYSIA) SDN.BHD.を設立。（現・連結子会社） 

平成２年３月 本社社屋（共同ビル）を新築。 

平成５年４月 東京特殊電線販売株式会社を合併して大阪支店、名古屋支店とする。 

平成８年３月 インドネシアに合弁会社PT. TOTOKU INDONESIAを設立。（現・連結子会社） 

平成９年５月 アメリカに子会社TOTOKU NORTH AMERICA, INC.を設立。（現・連結子会社） 

平成10年12月 長野県上田市に子会社トウトクテクノ株式会社を設立。（現・連結子会社） 

平成11年４月 フィリピンに子会社TOTOKU PHILIPPINES, INC.を設立。（現・連結子会社） 

平成12年９月 中華人民共和国上海市に子会社上海東特光繊元器件有限公司を設立。 

平成15年５月 タイに子会社TOTOKU (THAILAND) CO., LTD.を設立。（現・連結子会社） 

平成15年６月 中華人民共和国浙江省に子会社東特（浙江）有限公司を設立。（現・連結子会社） 



 また、当社グループの関連製品を連結子会社である㈱トクデンプロセル、また、関連会社である㈱シバタが販売しておりま

す。海外においては、連結子会社であるTOTOKU (MALAYSIA) SDN.BHD.、TOTOKU (SINGAPORE) PTE.LTD.、PT. TOTOKU INDONESIA、

TOTOKU NORTH AMERICA, INC.、TOTOKU ELECTRONICA MEXICANA S.A.DE C.V.、TOTOKU PHILIPPINES, INC.、東特（香港）有限公

司、TOTOKU (THAILAND) CO., LTD.及び東特（浙江）有限公司、また、関連会社である栄星電線工業股份有限公司（台湾）、大星

投資有限公司（香港）、星河貿易有限公司（香港）が電線及び電線加工品、光部品・機器並びに電子機器・部品の製造販売を

行っております。その他、当社グループ製品の運送を連結子会社である東特運輸㈱が、当社グループの保険代理店業務を連結子

会社であるティー・シー・エス㈱が、提出会社のサービス業務受託を連結子会社であるアットライフ㈱が主に行っております。 

 なお、連結子会社であるTOTOKU (SINGAPORE) PTE.LTD.（上記子会社数には含めております）は、平成18年３月23日付けで清算

手続きを完了いたしました。 

 以上に述べた概要の系統図は次のとおりであります。 

 

  

  



４【関係会社の状況】 

名称 住所 
資本金又は 
出資金 
（千円） 

主要な事業
の内容 

議決権の
所有（被所有）割合 

関係内容 
所有割合
（％） 

被所有割合
（％） 

（連結子会社）      

㈱立岩製作所 
長野県小県郡 
長和町 

10,000 電線の製造 100.0 ―

提出会社製品の製造をしており
ます。建物、機械装置等の貸与
をしております。 
役員の兼任等…あり 

東特長岡㈱※１ 新潟県長岡市 400,000 
電子機器・部品
の製造 

100.0 ―

提出会社製品の製造をしており
ます。土地、建物等の貸与をし
ております。 
役員の兼任等…あり 

TOTOKU (MALAYSIA) SDN.BHD. 
※１ 

マレーシア国 
セランゴール
州 

千M$ 
17,200 

電線加工品、電
子機器・部品の
製造、販売 

80.0 ―
当社グループ製品の製造をして
おります。 
役員の兼任等…あり 

東特運輸㈱ 
※２ 

長野県上田市 80,000 
一般貨物自動車
運送事業 

61.2
（6.2)

―

当社グループ製品の運送をして
おります。土地、建物等の貸与
をしております。 
役員の兼任等…あり 

㈱特電 
※２ 

長野県上田市 48,000 
電線、電線加工
品の製造、販売 

67.7
（5.2)

―

提出会社製品の製造をしており
ます。機械装置等の貸与をして
おります。 
役員の兼任等…あり 

ティー・シー・エス㈱ 
※２ 

東京都新宿区 10,000 保険代理店業務
90.0

（40.0)
―

当社グループの保険代理店業務
をしております。建物の貸与を
しております。 
役員の兼任等…あり 

PT. TOTOKU INDONESIA※２ 

インドネシア
国 
ブルワカルタ
州 

千US$ 
2,300 

電子機器・部品
の製造、販売 

100.0
（6.1)

―
当社グループ製品の製造をして
おります。 
役員の兼任等…あり 

TOTOKU NORTH AMERICA, INC. 
アメリカ合衆
国 
テキサス州 

千US$ 
1 
電子機器・部品
の販売 

100.0 ―
提出会社原材料の一部支給をし
ております。 
役員の兼任等…あり 

TOTOKU ELECTRONICA MEXICANA 
S.A.DE C.V. ※２ 

メキシコ国
チワワ州 

千US$ 
3,143 

電子機器・部品
の製造 

100.0
（100.0)

―
当社グループ製品の製造をして
おります。 
役員の兼任等…あり 

トウトクテクノ㈱ 長野県上田市 400,000 
電子機器・部品
の製造 

100.0 ―
提出会社製品の製造をしており
ます。 
役員の兼任等…あり 

アットライフ㈱ 長野県上田市 30,000 
サービス業務受
託 

100.0 ―
提出会社サービス業務の受託を
しております。 
役員の兼任等…あり 

㈱トクデンプロセル 
※４ 

群馬県高崎市 45,000 

電線及び電線加
工品、光部品・
機器、電子機
器・部品の製
造、販売 

50.0 ―
当社グループ製品の製造、販売
をしております。 
役員の兼任等…あり 

TOTOKU PHILIPPINES, INC. 
※１ 

フィリピン国 
千PHP 
300,000 

電子部品の製造 100.0 ―
当社グループ製品の製造をして
おります。 
役員の兼任等…あり 

東特（香港）有限公司 香港 
千HK$ 
500 

電子機器・部品
の製造 

80.0 ―
当社グループ製品の製造をして
おります。 
役員の兼任等…あり 

TOTOKU (THAILAND) CO.,LTD. 
※１ 

タイ国 
百万BAHT 

304 
電子部品の製
造、販売 

100.0 ―
当社グループ製品の製造をして
おります。 
役員の兼任等…あり 



 （注）１ ※１特定子会社に該当しております。 

２ ※２「議決権の所有（被所有）割合」欄の（ ）は間接所有の割合で内数であります。その内訳は、以下のとおりであ

ります。 

東特運輸㈱：㈱トクデンプロセル3.7％ ㈱特電2.5％ 

㈱特電：㈱トクデンプロセル4.2％ 東特運輸㈱1.0％ 

ティー・シー・エス㈱：東特運輸㈱20.0％ ㈱特電10.0％ ㈱トクデンプロセル10.0％ 

PT. TOTOKU INDONESIA：TOTOKU (MALAYSIA) SDN.BHD.6.1％ 

TOTOKU ELECTRONICA MEXICANA S.A.DE C.V.：TOTOKU NORTH AMERICA, INC.100.0％ 

３ ※３有価証券報告書の提出会社であります。 

４ ※４持分は、100分の50でありますが、実質的に支配しているため連結子会社としております。 

５ TOTOKU (SINGAPORE) PTE.LTD.は、平成18年３月23日付けで清算手続きを完了いたしました。 

  

  

名称 住所 
資本金又は 
出資金 
（千円） 

主要な事業
の内容 

議決権の
所有（被所有）割合 

関係内容 
所有割合
（％） 

被所有割合
（％） 

東特（浙江）有限公司※１ 中国 
千人民元 
89,393 

電線、電線加工
品の製造、販売 

100.0 ―
当社グループ製品の製造をして
おります。 
役員の兼任等…あり 

（持分法適用関連会社）      

栄星電線工業股份有限公司 台湾国台南県 
千NT$ 

1,134,818 

電線及び電線加
工品、電子機
器・部品の製
造、販売 

38.2 ―
当社グループ製品の製造、販売
をしております。 
役員の兼任等…あり 

東特巻線㈱ 長野県上田市 48,000 

電線及び電線加
工品、電子機
器・部品の製
造、販売 

24.4 ―
提出会社製品の製造をしており
ます。 
役員の兼任等…あり 

㈱シバタ 東京都新宿区 40,000 

電線及び電線加
工品、光部品・
機器、電子機
器・部品の販売 

20.0 ―
当社グループ製品の販売をして
おります。 
役員の兼任等…なし 

（その他の関係会社）      

古河電気工業㈱ 
※３ 

東京都千代田
区 

69,312,283 

電線非鉄金属製
品及びその他の
製品の製造、販
売 

― 33.3
材料の購入及び製品を供給して
おります。 
役員の兼任等…あり 



５【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１ 従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向者を含ん

でおります）であります。 

２ 上記従業員数には臨時従業員は含まれておりません。 

３ 全社（共通）として、記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門等に所属している者であ

ります。 

  

(2）提出会社の状況 

 （注）１ 従業員数は就業人員（提出会社から社外への出向者を除き、社外から提出会社への出向者を含んでおります）でありま

す。 

２ 上記従業員数には臨時従業員は含まれておりません。 

３ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

  

(3）労働組合の状況 

 提出会社の労働組合は東京特殊電線労働組合と称し、上部団体である全日本電線関連産業労働組合連合会（連合加盟）に加

入しております。 

 また、連結子会社の一部では、それぞれ独自に労働組合が結成されております。いずれも労使関係は円滑に運営されており

ます。 

  

  

  平成18年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人）

電線及び電線加工品 1,002 

光部品・機器 11 

電子機器・部品 2,093 

全社（共通） 142 

合計 3,248 

    平成18年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円） 

523 40.7 18.3 4,876



第２【事業の状況】 

  

１【業績等の概要】 

(1)業績 

 当連結会計年度におけるわが国経済は、米国や中国の景気拡大により回復基調を持続する世界経済を背景に、堅調に推移い

たしました。企業収益は全般的に改善し、個人消費は緩やかながら増加しており、株価も上昇基調を強めて景気は本格的な回

復基調となりました。 

 当社グループの主な需要先である情報通信関連及びエレクトロニクス業界においては、情報・デジタル家電などの需要増加

を背景に好調に推移いたしましたが、グローバルでの競争激化に伴う製品価格の下落と、銅価格の高騰によるコスト増によ

り、厳しい経営環境が続きました。 

 このような環境のもと、当社グループは、新製品の開発、新事業の拡大、新市場の開拓に注力し、業績回復のために品質向

上、コスト低減、売上拡大に取り組んでまいりました。中国にある巻線、ケーブル加工品の製造販売子会社に対しては、生産

能力向上のため新規設備投資を行い、拡大を続ける中国市場における事業基盤の強化を図るとともに、加工品を国内から移管

するなど、グローバルなコスト競争に勝つための体制構築を推進いたしました。また、ハードディスクが、録画機器、携帯音

楽プレーヤーなどの家電や車載機器など用途が拡大する中、フィリピンとタイにあるハードディスクドライブ用コイル加工品

の製造および製造販売子会社の増産対応および生産性向上をはかり、生産体制を強化いたしました。 

 一方、先進国を中心に、テレビ需要がブラウン管テレビから薄型テレビへ急速にシフトした影響により、ブラウン管テレビ

用偏向ヨークの受注が激減し、今後もその需要は減少する見込みであることから、北米にあるブラウン管テレビ用の映像機器

部品を製造する連結子会社の解散・清算を決定いたしました。 

 当連結会計年度の業績につきましては、売上高は電子機器・部品が減少いたしましたが、電線及び電線加工品、光部品・機

器が増加したことにより、前年同期比10.6％増の415億９千６百万円となりました。損益面におきましては、売上高が増加した

ものの、高騰が続く原油や銅など原材料価格の販売価格への転嫁がその価格上昇スピードに追いつかず、映像部品事業の業績

悪化も大きく影響して、営業損益は前年同期比６億３千３百万円悪化し、３億６千万円の営業損失となり、経常損益は前年同

期比２億６千３百万円悪化し、９千１百万円の経常損失となりました。また、北米の連結子会社を解散・清算することによる

事業見直し整理損や、固定資産除却損などの特別損失を５億９千８百万円計上したことなどにより、８億９千３百万円の当期

純損失となりました。 

  

 事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

（電線及び電線加工品） 

 巻線は、銅価格が値上がりを続ける厳しい環境の中、回復基調にある国内外の景気を背景に需要が高まり、情報家電、情報

通信機器向けの輸出を中心に好調に推移いたしました。また、ケーブル加工品も液晶テレビなどデジタル家電向け内部配線用

製品や、自動車向けの車載用製品が好調で売上は増加いたしました。さらに、ケーブル・配線材も、自動車向け配線材の電子

線ワイヤーや、ＥＴＣ、車載器用同軸ケーブルなどの自動車関連製品の需要が増加し、堅調に推移いたしました。この結果、

電線及び電線加工品全体の売上高は前年同期比34.6％増の218億９千万円となりました。 

  

（光部品・機器） 

 光部品・機器は、新規の光製品の生産を開始したこと、また、ＩＴバブル崩壊以降停滞していた光情報通信関連投資が徐々

に回復の兆しを見せ始めたことから、売上高は前年同期比340.1％増の12億２千２百万円となりました。 

  

（電子機器・部品） 

 電子部品はハードディスクドライブ用コイル加工品が引き続き堅調に推移いたしました。電子機器については、液晶パネル

の医用画像表示用高精細ディスプレイが北米や欧州向け輸出を中心に売上が増加し、オークション会場の入札システムなどの

システム製品、情報家電向けの基板加工も増加いたしましたが、映像機器部品において、偏向ヨークの受注が激減したことに

より、電子機器・部品全体の売上高は前年同期比11.1％減の191億８千万円となりました。 



 所在地別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

  

（日本） 

 当連結会計年度の売上高は電線及び電線加工品、光部品・機器が増加したことにより、前年同期比5.4％増の372億円となり

ました。営業損益は銅価格の上昇などによるコスト増の影響などにより、前年同期比３億１千２百万円悪化の１億１千１百万

円の営業損失となりました。 

  

（アジア） 

 当連結会計年度の売上高は中国における電線及び電線加工品の売上増、タイやフィリピンにおけるハードディスクドライブ

用コイル加工品の売上増要因により前年同期比22.0％増の126億１千万円となりました。営業利益は銅価格の上昇などによるコ

スト増の影響などにより、前年同期比66.1％減の１億２千４百万円となりました。 

  

（北米） 

 当連結会計年度の売上高は、製造子会社の解散・清算決定を受けて偏向ヨークの駆け込み需要があったため、前年同期比

4.4％増の22億２千２百万円となりました。営業損失は前年同期比１億３千６百万円悪化の３億９千２百万円となりました。 

  

(2)キャッシュ・フローの状況 

 当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比較し６千４百万円減少

し、35億９千３百万円となりました。 

  

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果得られた資金は10億１百万円（前年同期比１億２千６百万円増）となりました。これは主に税金等調整前当

期純損失の計上６億６千５百万円と減価償却費の計上19億３百万円および仕入債務の増加額３億８千５百万円などを反映した

ものであります。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は17億７千６百万円（前年同期比４億２千６百万円減）となりました。これは主に有形固定資

産の取得による支出18億１千４百万円などを反映したものです。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果得られた資金は５億１千８百万円（前年同期比６億２千９百万円減）となりました。これは主に短期借入金

の純増額14億７千３百万円などを反映したものです。 

  



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当連結会計年度における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１ 金額は販売価格によっております。 

２ セグメント間取引については、相殺消去しております。 

３ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

４ 生産活動を行っていない一部連結子会社の販売金額は、上記金額に含まれておりません。 

  

(2）受注状況 

 当連結会計年度における受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１ 金額は販売価格によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３ 提出会社の一部製品及び一部の連結子会社では、受注生産方式をとっておりません。 

  

(3）販売実績 

 当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合 

開示基準に達しないため、記載を省略いたしております。 

  

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％) 

電線及び電線加工品 16,152 98.4

光部品・機器 319 133.0

電子機器・部品 14,484 89.0

計 30,957 94.0

事業の種類別 
セグメントの名称 

受注高(百万円) 前年同期比(％) 受注残高(百万円) 前年同期比(％)

電線及び電線加工品 22,427 144.5 3,155 164.2

光部品・機器 1,391 480.3 195 738.5

電子機器・部品 20,992 96.1 2,756 291.8

計 44,811 119.0 6,107 211.1

事業の種類別セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同期比(％) 

電線及び電線加工品 21,890 134.6

光部品・機器 1,222 440.1

電子機器・部品 19,180 88.9

（消去） △697 ―

計 41,596 110.6



３【対処すべき課題】 

 当社グループは、中期経営計画を基軸にして、世界規模での競争が進行し厳しさを増す経営環境においても、収益力を向上さ

せ継続的に成長する企業を目指しております。 

 中期的な基本戦略課題としては、①お客様満足度向上を志向した経営、②ものづくりで勝つ経営、③環境を大切にする経営、

④グローバルに活動する経営、⑤ＩＴを活用した効率・スピード経営、の５点に重点を置きこれらの実現に取り組んでおりま

す。 

 主要な施策としては、新製品の売上拡大と製品原価の低減を最優先課題としております。お客様のニーズにスピーディーに応

え得る特徴ある製品の開発強化ならびに新規事業開拓に積極的に注力することにより、新製品の売上拡大を図ってまいります。

また、国内及び海外の生産拠点において徹底した生産改革活動を展開し、コスト低減を推進するなどにより競争力を向上させ、

業績向上と体質強化を図ってまいります。 

 セグメント別では、電線及び電線加工品については、当社グループの基幹事業として収益力を向上させることが喫急の経営課

題であり、銅価格高騰など依然として厳しい環境は続いておりますが、海外生産拠点の拡充を図るとともに、国内においては原

価管理、原価低減の取り組みを強化し、早急に安定した利益体質に転換することに注力してまいります。 

 光部品・機器は、ＩＴバブル崩壊以降、体制縮小等、事業構造の改革を行ってまいりましたが、当連結会計年度において本格

的に生産を開始した光アンプ事業の拡大を図るとともに、光関連市場の動向を注視し、新製品開発および受注拡大に努めてまい

ります。 

 電子機器・部品は、ブラウン管テレビ用偏向ヨーク事業については薄型テレビの市場拡大に伴い事業体制を見直す一方で、コ

イル製品への事業転換を図り、当社グループの特徴ある技術を生かした高付加価値製品の開発と売上拡大に努めてまいります。

ハードディスクドライブ用コイル加工品および医用画像表示用ディスプレイについては、市場の拡大は期待できるものの製品価

格の低下など厳しい状況が予想されるため、技術、品質、コストなどの面で他社との差異化を図り、お客様満足度を向上し、一

層の事業拡大を目指してまいります。 

  

４【事業等のリスク】 

 当社グループの業績、財務状況等に影響を及ぼす可能性のあるリスクとしては、以下のようなものがあります。ただし、これ

らは当社グループ事業に関するすべてのリスクを網羅したものではありません。今後の社会・経済情勢の変動等により今後発生

し得るリスクを含め、各部門において事前にリスク分析並びに対応策の検討を行うことになどにより、問題発生の未然防止の徹

底を図るとともに、リスク発生時における影響を最小化するよう努めてまいります。 

 なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。 

①市場動向の変化について 

ＩＴ関連や情報通信関連需要の低迷等、経済情勢や景気動向の変化並びに薄型テレビの普及によるＣＲＴテレビ用偏向ヨーク

の受注減少等、市場の変化や個人消費動向の変化は業績に影響を及ぼす可能性があります。 

②原材料価格の上昇について 

電線、電線加工品及びコイル製品に使用される銅、ケーブルの被覆に使用される石油関連製品等の原材料価格の上昇は、製品

コスト増となり、業績に影響を及ぼす可能性があります。 

③製品の品質について 

新製品開発、新規事業開拓の取り組みに伴い、情報通信、エレクトロニクスのほか、医療関連向け、自動車業界向け等、製品

供給先も多様化しております。当社グループでは、ＩＳＯ９０００シリーズにより品質保証に最大限の努力を払っております

が、品質問題により、製品回収や補償責任が発生した場合は、業績に影響が及ぶ可能性があります。 

④海外事業展開について 

海外への事業展開に伴い、海外グループ会社においては、現地における経済動向や政治・社会情勢等の変化、法律や規制の変

更により、事業運営に問題を生じる可能性があります。また、輸出額の増加に伴い、為替の変動による影響、特に円高の進行

は、当社グループにとりまして、業績に悪影響を及ぼす可能性があります。 

⑤環境対応について 

当社グループはＩＳＯ１４００１の基準のもと環境対応に万全を期しておりますが、これに伴う工場周辺環境への配慮、特に

巻線事業の設備に係る環境維持費用の発生は、業績に影響を及ぼす可能性があります。 

⑥自然災害等について 

自然災害等により生産拠点等が被害を受けた場合、修復費用の発生や生産・販売活動の中断等により、業績に影響が及ぶ可能

性があります。 

  

  



５【経営上の重要な契約等】 

 特記すべき事項はありません。 

  

６【研究開発活動】 

 当連結会計年度の研究開発活動は、提出会社及び連結子会社であるトウトクテクノ㈱にて実施しております。当社グループ

は、エレクトロニクス、オプトロニクス、情報通信、新素材応用の各分野に関して、当社グループが持っている電線及び電線加

工品、光部品・機器並びに電子機器・部品の各基盤技術を蓄積向上するとともに、生産技術の向上を図り、高品質、低価格で市

場ニーズに迅速に応える新製品開発や、将来の視点に立った研究及び技術開発、製品開発に取り組んでおります。 

 また、当連結会計年度に支出した研究開発費の総額は６億４千８百万円であり、事業の種類別セグメントの内訳は、電線及び

電線加工品に係るものが１億２千４百万円、光部品・機器に係るものが１億１千万円及び電子機器・部品に係るものが４億１千

３百万円であります。 

 なお、総額のうち、２千８百万円が連結子会社であるトウトクテクノ(株)(電子機器・部品分野)に係る研究開発費でありま

す。 

 事業の種類別セグメントの研究開発活動については以下のとおりであります。 

〔主な研究開発の分野と状況〕 

１ 電線及び電線加工品 

 (1)巻線 

 電子機器・部品の軽薄短小化、高性能化、ユーザーの生産性及び品質向上に応えた極細線、耐熱線、半田付け可能な偏向ヨー

ク用自己融着線、高周波用高耐電圧自己融着リッツ線、低ガスタイプ自己融着線、ＨＤＤ用低コンタミタイプ自己融着、高圧延

リボン線、高占積率コイル用角線、環境配慮型耐ハンダ溶食極細線等の開発。 

 (2)ケーブル・配線材 

 情報通信のインフラ及び移動体通信分野における高度情報通信化時代のニーズに沿った情報通信ケーブル、移動体機器用ケー

ブル、高速差動伝送ケーブル、医療機器用多心極細同軸ケーブル、金メッキＦＦＣの開発。 

 (3)ヒータ応用製品 

 電磁波・環境対応のヒータ線、電気カーペット用・電気毛布用ヒータ線、凍結防止ヒータ及び特殊用途ヒータ線、鉛フリー・

ノンハロゲンヒータ線等の開発。 

 (4)ケーブル加工品 

 薄型ＴＶ内部配線用等の高速差動伝送ケーブルを使用した新規アッセンブリ製品の開発。 

 (5)その他電線・加工品 

 高信頼性厚めっき線、薄めっき線、平角めっき線、高圧延比リボン線、光ピックアップ用真直線、電子部品用合金線及び鉛フ

リーめっき真直線、ニードル型コンタクトプローブの開発。電鋳めっきを応用した医用部品の開発。 

 医薬品、食品、その他化学工業分野における液体ろ過工程のニーズに沿った新しいフィルタエレメント及びろ過システムの開

発。 

２ 光部品・機器 

 (1)光ファイバ応用製品 

 耐熱ファイバーおよび応用部品の開発、光ＷＤＭ(波長分割多重技術)モジュール用部品、高精度２芯フェルール付きコネク

タ、ＡＲコート付きモジュール用コネクタ、光コリメータ付きモジュール用コネクタ、コネクタ付き光ファイバコード等光部

品、ＵＶレーザ等の光応用製品の開発。 

 (2)光通信機器・システム 

 光モデム、光ビデオユニット、画像信号光通信システム及びその他光通信関連機器類の開発。 

３ 電子機器・部品 

 (1)電子部品 

 ハードディスクドライブ用精密コイルとそのアッセンブリ製品の開発。 

(2)産業用コイル 

ＩＨコイルおよび応用製品の開発、各種精密コイルとそのアセンブリ製品の開発。 

 (3)映像機器部品 

 ＣＲＴテレビ用の環境、省エネルギーに対応した偏向ヨークの開発。 

 (3)電子機器 

  ① ディスプレイ 

ＭＥ用途の液晶ディスプレイ及びタッチスクリーン付きディスプレイの自社ブランド品を中心とした新製品開発、周辺

ソフトウェアを中心とした応用製品開発。 

  ② 情報機器製品 



ＩＴ、マルチメディア市場向けとしてディスプレイを応用した「マルチメディア情報端末装置」及び関連ソフトウェア

の開発。 

  ③ ＲＦＩＤタグシステム 

ＲＦＩＤタグ技術をコアにした様々な用途開発、システム開発。双方向タグ技術の開発と応用システムの開発。 

③ 特器製品の開発 

 ＩＨ用電源の開発、ＨＩＤ用バラスト電源の開発。 

  



７【財政状態及び経営成績の分析】 

(1)業績 

 当連結会計年度末の総資産は、396億９千７百万円となり、前連結会計年度末に比べ18億３千５百万円増加いたしました。この

うち流動資産総額は191億３千万円であり、前連結会計年度末に比べ11億７百万円の増加となりました。この主な要因は、売上債

権の増加及び現金及び預金の増加によるものであります。固定資産総額は205億６千７百万円であり、前連結会計年度末に比べ７

億２千７百万円の増加となりました。この主な要因は、投資有価証券が前連結会計年度末に比べ６億２千７百万円増加したこと

によるものであります。 

 総負債は278億６千８百万円となり、前連結会計年度末に比べ14億１百万円増加いたしました。この主な要因は、前連結会計年

度末と比べ、短期借入金が18億６千万円増加したことによるものであります。 

 自己資本につきましては108億８千万円となり、前連結会計年度末に比べ３億４千３百万円増加いたしました。この主な要因は

有価証券評価差額金が前連結会計年度末に比べ３億７百万円増加したことによるものであります。自己資本比率は、27.4％とな

りました。 

  

(2）経営成績 

   「１業績等の概要 （1）業績」をご参照願います。 

  



第３【設備の状況】 

  

１【設備投資等の概要】 

 当連結会計年度中に実施した設備投資の総額は18億２千５百万円となりました。事業の種類別セグメントの状況は下記のとお

りであります。 

 「電線及び電線加工品」におきましては、６億４千４百万円の設備投資を行っております。主なものといたしましては提出会

社丸子工場の増産・合理化設備に係るものであります。 

 「光部品・機器」におきましては、１億４千３百万円の設備投資を行っております。主なものといたしましては光関連の増

産・合理化設備に係るものであります。 

 「電子機器・部品」におきましては、９億５千５百万円の設備投資を行っております。主なものといたしましては、電子部

品・映像部品事業の合理化・省力化設備に係るものであります。 

 これらの設備投資資金は自己資本及び借入金をもって充当いたしました。 

 なお、当連結会計年度において、提出会社は北米における偏向ヨーク生産拠点して稼動してまいりましたTOTOKU ELECTRONICA

MEXICANA S.A.DE C.V.を解散することを決議いたしました。 

当連結会計年度において除却した同社の重要な設備は、次のとおりであります。 

（注）帳簿価額には、同社の親会社であるTOTOKU NORTH AMERICA,INC.の所有する分も合わせて表示しております。 

  

２【主要な設備の状況】 

(1）提出会社 

 （注） 長岡工場は東特長岡㈱へ貸与しているため、従業員数の記載は省略いたしております。 

会社名 
事業所名
（所在地） 

事業の種類
別セグメン 
トの名称 

設備の
内容 

帳簿価額(単位 百万円)

機械装置 
及び運搬具 

TOTOKU ELECTRONICA 
MEXICANA S.A.DE C.V. 

メキシコ工場 
(メキシコ国チワワ州) 

電子機器・部品 映像部品生産設備 108

       平成18年３月31日現在 

事業所名 
（所在地） 

事業の種類別 
セグメント 
の名称 

設備の 
内容 

帳簿価額(単位 百万円)
従業員数
（人） 建物及び

構築物 
機械装置
及び運搬具

土地
（面積㎡）

その他
＊１ 

合計 

  
電線及び電線
加工品 

電線生産設備 365 565
211

(42,705)
30 1,173 90

上田工場 
(長野県上田市) 

光部品・機器
光部品・機器
生産設備 

130 100
122

(24,671)
16 369 11

  
電子機器・部
品 

電子機器・部
品生産設備 

167 98
122

(24,700)
111 500 95

丸子工場 
(長野県上田市) 

電線及び電線
加工品 

巻線加工品生
産設備 

645 1,260
75

(28,467)
108 2,089 85

長岡工場 
(新潟県長岡市) 

電子機器・部
品 

電子機器生産
設備 

299 ―
790

(43,544)
0 1,090 

（注） 

本社 
(東京都新宿区) ＊２ 

全社（共通）
事務所及びそ
の他設備 

746 0
1,880
(1,788)

49 2,676 58



(2）国内子会社 

  

(3）在外子会社 

 （注）１ 上記金額には消費税等は含まれておりません。 

２ ＊１帳簿価額のうち「その他」は、工具器具及び備品であり、建設仮勘定（総額223百万円）は含んでおりません。 

３ 上田工場の土地面積のうち14,312㎡は、工場用地として賃借しております。 

４ ＊２本社は社屋の一部を賃貸しております。 

５ 上記のほか、主要な賃借及びリース設備として、以下のものがあります。 

  

(1）提出会社 

 （注） 上記金額には消費税等は含まれておりません。 

  

(2）国内子会社 

 （注） 上記金額には消費税等は含まれておりません。 

  

会社名 
事業所名 
（所在地） 

事業の種類 
別セグメン 
トの名称 

設備の 
内容 

帳簿価額(単位 百万円)
従業員数
（人） 建物及び

構築物 
機械装置
及び運搬具

土地
(面積㎡) 

その他 合計 

東特運輸㈱ 
本社 
(長野県上田市) 

電線及び 
電線加工品 

製品発送設
備及び運搬
具 

185 108
244

(7,164)
2 540 75

㈱特電 
本社 
(長野県上田市) 

電線及び 
電線加工品 

電線、その
他電線加工
品生産設備 

95 125
133

(17,618)
51 406 79

㈱トクデン 
プロセル 

本社 
(群馬県高崎市) 

電子機器・
部品 

電子機器・
部品生産設
備 

99 57
362

(6,700)
21 541 87

会社名 
事業所名 
（所在地） 

事業の種類 
別セグメン 
トの名称 

設備の 
内容 

帳簿価額(単位 百万円)
従業員数
（人） 建物及び

構築物 
機械装置
及び運搬具

土地
（面積㎡）

その他 合計 

TOTOKU 
(MALAYSIA) 
SDN.BHD. 

マレーシア工場 
(マレーシア国
セランゴール
州) 

電子機器・
部品 

電子部品・
映像部品生
産設備 

159 344
94

(12,140)
29 627 271

TOTOKU 
PHILIPPINES, 
INC. 

フィリピン本社 
(フィリピン国) 

電子機器・
部品 

電子部品生
産設備 

213 252 ― 171 637 597

事業所名 
（所在地） 

事業の種類別
セグメントの名称 

主要な設備の
内容 

リース期間
年間賃借料又
はリース料 

リース
契約残高 

賃借又は 
リース 

上田工場 
(長野県上田市) 

全社（共通） 
業務用コンピ
ュータ 

５年 49百万円 51百万円 リース 

会社名 
事業所名 
（所在地） 

事業の種類別セ
グメントの名称 

主要な設備の
内容 

リース期間
年間賃借料又
はリース料 

リース
契約残高 

賃借又は 
リース 

東特長岡㈱ 新潟県長岡市 電子機器・部品 
電子機器生産
設備等 

５年 15百万円 59百万円 リース 



３【設備の新設、除却等の計画】 

(1）重要な設備の新設等 

 当社グループ（提出会社及び連結子会社）の設備投資については、生産計画、需要予測、利益に対する投資割合を総合的に

勘案して計画しております。設備計画は、原則的に連結会社各社が個別に策定しておりますが、グループ全体で重複投資とな

らないよう、提出会社を中心に調整を図っております。 

 当連結会計年度末における重要な設備の新設計画は、18億円でありますが、その所要資金については、自己資金及び借入金

をもって充当する予定であります。重要な設備の新設計画のうち主なものは次のとおりであります。 

 （注）上記金額には消費税等は含まれておりません。 

  

(2）重要な設備の売却等 

 経常的な設備の更新を除き、重要な設備の売却等の計画はありません。 

  

  

会社名 
事業所名 

所在地 
事業の種類別 
セグメント 
の名称 

設備の内容

投資予定額
資金調達
方法 

着手及び完了予定 

総額
（百万円）

既支払額
（百万円）

着手 完了 

提出会社 
上田工場 

長野県上田市 
電線及び電線
加工品、電子
機器・部品 

電線、電子機
器・部品生産設
備 

500 ―
自己資本
及び借入
金 

平成18年4
月 

平成18年3
月 

提出会社 
丸子工場 

長野県上田市 
電線及び電線
加工品 

巻線、その他電
線加工品生産設
備 

600 ―
自己資本
及び借入
金 

平成18年4
月 

平成18年3
月 



第４【提出会社の状況】 

  

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

 （注） 「株式の消去が行われた場合には、これに相当する株式数を減ずる」旨定款に定めております。 

  

②【発行済株式】 

 （注） 「提出日現在発行数」欄には、平成18年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株引受権の権利行使により発行

された株式数は含まれておりません。 

  

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 176,000,000 

計 176,000,000 

種類 
事業年度末現在発行数（株） 
（平成18年３月31日） 

提出日現在発行数（株）
（平成18年６月27日） 

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名 

内容 

普通株式 44,278,359 44,278,359
東京証券取引所
市場第一部 

― 

計 44,278,359 44,278,359 ― ― 



(2）【新株予約権等の状況】 

旧商法第280条ノ19の規定により新株予約権とみなされる新株引受権 

 （注） 権利付与日以降、時価を下回る価額で新株を発行（転換社債の転換の場合を除く）するときは、次の算式により発行価額

を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

 また、権利付与日以降、株式の分割または併合が行われる場合、発行価額は次の算式により調整されるものとし、調

整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

  

(3）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

（注）１.資本準備金の減少は欠損てん補によるものであります。 

   ２.旧商法第289条第２項の規定に基づき、資本準備金を減少し、その他資本剰余金へ振替えたものであります。 

 株主総会の特別決議日（平成13年６月27日）

区分 
事業年度末現在

  
（平成18年３月31日） 

提出日の前月末現在 
  

（平成18年５月31日） 

新株予約権の数（個） ― ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 80,000 70,000 

新株予約権の行使時の払込金額（円） （注）266 同左 

新株予約権の行使期間  平成15年７月１日より平成18年

６月30日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場

合の株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格   266 

資本組入額  133 

同左 

新株予約権の行使の条件 ①対象者は、正当な理由による退

任もしくは定年又は会社都合によ

る退職の場合に限り、提出会社の

取締役または従業員たる地位を失

った後も、権利を行使することが

できる。 

同左 

  ②前項のほか、権利行使の条件の

細目については、本総会決議及び

取締役会決議に基づき、提出会社

と対象者との間で締結する権利付

与契約に定めるものとする。 

  

新株予約権の譲渡に関する事項 権利の譲渡、質入れその他の処分

及び相続は認めない。 

同左 

          既発行

株式数 
＋ 
新規発行株式数×１株当たり払込金額

  調整後 

発行価額 
＝ 
調整前 

発行価額 
×

新規発行前の株価 

  既発行株式数＋新規発行による増加株式数 

  
調整後発行価額＝調整前発行価額× 

1 

  分割・併合の比率

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
（株） 

発行済株式 
総数残高 
（株） 

資本金増減額
  

（千円） 

資本金残高
  

（千円） 

資本準備金 
増減額 
（千円） 

資本準備金
残高 
（千円） 

平成16年６月24日
（注）１ 

― 44,278,359 ― 6,146,796 △3,197,662 2,929,293

平成16年８月13日 
（注）２ 

― 44,278,359 － 6,146,796 △1,392,593 1,536,699



(4）【所有者別状況】 

 （注）１ 自己株式45,120株は「個人その他」に45単元及び「単元未満株式の状況」に120株含めて記載しております。 

２ 証券保管振替機構名義株式14,000株は「その他の法人」に14単元含めて記載しております。 

  

(5）【大株主の状況】 

 （注1）日本マスタートラスト信託銀行株式会社の所有株式数は信託業務に係るものであります。 

（注2）古河電気工業株式会社は平成18年５月８日より本社を上記から「東京都千代田区丸の内二丁目２番３号」へ移転しておりま

す。 

     平成18年３月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数1,000株）
単元未満
株式の状況 
（株） 

政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 証券会社 
その他の
法人 

外国法人等
個人
その他 

計 
個人以外 個人

株主数 
（人） 

― 36 33 163 24 1 5,163 5,420 ―

所有株式数 
（単元） 

― 10,252 800 16,327 552 1 16,103 44,035 243,359

所有株式数 
の割合
（％） 

― 23.15 1.81 36.90 1.24 0.00 36.90 100.00 ―

    平成18年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株） 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合（％）

古河電気工業株式会社 東京都千代田区丸の内二丁目６番１号（注2） 14,662 33.11

株式会社みずほ銀行 
（常任代理人 資産管理サ
ービス信託銀行株式会社） 

東京都千代田区内幸町一丁目１番５号
（東京都中央区晴海一丁目８番12号） 

2,014 4.55

株式会社りそな銀行 大阪府大阪市中央区備後町二丁目２番１号 1,497 3.38

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町一丁目２番10号 1,457 3.29

日本マスタートラスト 
信託銀行株式会社（注1） 

東京都港区浜松町二丁目11番３号 859 1.93

トウトク協力会社持株会 東京都新宿区大久保一丁目３番21号 768 1.73

株式会社八十二銀行 長野県長野市大字中御所字岡田178番地８ 597 1.34

第一生命保険相互会社 
（常任代理人 資産管理サ
ービス信託銀行株式会社） 

東京都千代田区有楽町一丁目13番１号
（東京都中央区晴海一丁目８番12号） 

585 1.32

住友生命保険相互会社 
（常任代理人 日本トラス
ティ・サービス信託銀行株
式会社） 

大阪府大阪市中央区城見一丁目４番35号
（東京都中央区晴海一丁目８番11号） 

554 1.25

高橋 祐子 神奈川県横浜市 510 1.15

計 ― 23,505 53.08



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義株式14,000株（議決権14個）が含まれておりま

す。 

  

②【自己株式等】 

  

(7）【ストックオプション制度の内容】 

  

  

  平成18年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ― 

議決権制限株式（その他） ― ― ― 

完全議決権株式（自己株式等） 

（自己保有株式）
普通株式   45,000 

― ― 

（相互保有株式）
普通株式    ― 

― ― 

完全議決権株式（その他） 普通株式 43,990,000 43,990 ― 

単元未満株式 普通株式  243,359 ―
１単元（1,000株） 
未満の株式 

発行済株式総数 44,278,359 ― ― 

総株主の議決権 ― 43,990 ― 

  平成18年３月31日現在

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
（株） 

他人名義
所有株式数 
（株） 

所有株式
数の合計 
（株） 

発行済株式総数 
に対する所有 

株式数の割合（％）

（自己保有株式） 
東京特殊電線株式会社 

東京都新宿区大久保 
一丁目３番21号 

45,000 ― 45,000 0.10

計 ― 45,000 ― 45,000 0.10

決議年月日 平成13年６月27日 

付与対象者の区分及び人数（名） 平成13年６月27日開催の株主総会終結時において在任ま

たは在職する提出会社取締役11名及び提出会社従業員の

うち10名 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2）新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数（株） 同上 

新株予約権の行使時の 

払込金額（円） 

同上 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 



２【自己株式の取得等の状況】 

(1）【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

 該当事項はありません。 

  

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

 該当事項はありません。 

（注） 平成18年６月27日開催の定時株主総会において定款の一部を変更し、「当会社は、会社法第165条第２項の規定によ

り、取締役会の決議によって自己の株式を取得することができる。」旨を定款に定めております。 

  

(2）【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

 該当事項はありません。 

  

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

 該当事項はありません。 

  

３【配当政策】 

 提出会社は、株主各位のご支援にお応えするため、堅実な企業経営を行い、継続的な事業の成長、発展に努めることが重要で

あると考えており、利益配当につきましては、収益状況、財務体質等を総合的に考慮して、安定配当を継続維持することを基本

方針としております。 

 なお、中間、期末配当金につきましては、誠に遺憾ながら無配とさせていただきました。 

  

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

回次 第84期 第85期 第86期 第87期 第88期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

最高（円） 298 145 253 293 280

最低（円） 74 52 101 140 179

月別 
平成17年 
10月 

11月 12月
平成18年
１月 

２月 ３月 

最高（円） 247 255 262 265 256 250 

最低（円） 229 233 239 219 179 197 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
（千株） 

取締役社長 代表取締役 小 泉 伸太郎 昭和18年８月19日生

昭和49年４月 古河電気工業株式会社入社 

17

平成９年６月 同社取締役自動車部品事業

本部副本部長兼電装部品事

業部長 

平成11年６月 同社常務取締役金属カンパ

ニー長 

平成13年６月 同社専務取締役金属カンパ

ニー長 

平成15年６月 当社取締役社長（現） 

取締役 

常務執行役員
営業統括セン
ター長兼開発
営業センター
長 

古 川 和 男 昭和22年10月24日生

昭和45年４月 当社入社 

11

平成７年６月 営業本部第二営業部長 

平成10年12月 トウトクテクノ株式会社代

表取締役社長 

平成11年１月 映像部品事業部長 

平成12年６月 取締役映像部品事業部長 

平成14年６月 執行役員マネジメント＆セ

ールスサポートセンター副

長兼映像部品事業部長 

平成15年６月 常務執行役員マネジメント

＆セールスサポートセンタ

ー副長兼映像部品事業部長

兼開発営業センター副長 

平成16年６月 常務執行役員営業統括セン

ター長兼開発営業センター

長 

平成17年６月 取締役兼常務執行役員営業

統括センター長兼開発営業

センター長（現） 

取締役 常務執行役員 小 松 邦 雄 昭和23年２月26日生

昭和45年４月 当社入社 

19

平成７年６月 経理部長 

平成11年２月 ビジネスサービスセンター

経理グループゼネラルマネ

ージャー 

平成13年６月 取締役ビジネスサービスセ

ンター副長兼経理担当ゼネ

ラルマネージャー 

平成14年６月 執行役員ビジネスサービス

センター長 

平成16年６月 常務執行役員ビジネスサー

ビスセンター長 

平成17年６月 取締役兼常務執行役員ビジ

ネスサービスセンター長 

平成18年６月 取締役兼常務執行役員

（現） 



役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
（千株） 

取締役   矢 吹   薫 昭和25年11月18日生

昭和49年４月 古河電気工業株式会社入社 

－

平成15年６月 同社監査部長 

平成16年６月 同社監査役（常勤）（現） 

平成18年６月 当社取締役兼常務執行役員

（現） 

取締役   小 林 義 和 昭和24年６月30日生

昭和48年７月 小林電子産業株式会社

（現、ソレキア株式会社）

入社 

－

昭和59年11月 同社取締役 

昭和62年11月 同社常務取締役 

昭和63年11月 同社専務取締役 

平成４年６月 同社代表取締役副社長 

平成６年６月 同社代表取締役社長（現） 

平成16年６月 当社取締役（現） 

  <他の法人の代表状況> 

  ソレキア株式会社代表取締

役社長 

ソレキア・プラッツ株式会

社代表取締役会長 

取締役   和 田   紘 昭和18年7月30日生

昭和44年７月 古河電気工業株式会社入社 

－

平成10年６月 同社取締役人事部長兼経営

企画室長 

平成13年６月 同社常務取締役 

平成15年６月 同社専務取締役兼執行役員

専務、輸出管理室長 

平成16年４月 同社専務取締役兼執行役員

専務、情報通信カンパニー

長兼CAO 

平成16年６月 同社専務取締役兼執行役員

専務、情報通信カンパニー

長（現） 

平成18年６月 当社取締役（現） 

取締役   瀬 戸   勝 昭和32年10月18日生

昭和56年４月 古河電気工業株式会社入社 

－

平成13年９月 同社オプトコム事業部伝送

加工品部長 

平成14年６月 同社オプトコム事業部千葉

通信製造部長 

平成15年10月 同社情報通信カンパニー千

葉通信製造部長 

平成16年４月 同社情報通信カンパニー千

葉光製造部長 

平成16年９月 同社情報通信カンパニー千

葉製造部長 

平成17年９月 同社情報通信カンパニー通

信技術部長（現） 

平成18年６月 当社取締役（現） 



（注）１ 取締役小林 義和、和田 紘及び瀬戸 勝は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。 

   ２ 監査役西原 勇夫、小川 博正及び穐田 宏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

   ３ 提出会社では、執行役員制を導入しております。執行役員は古川 和男（取締役）、小松 邦雄（取締役）、矢吹 薫

（取締役）、浅野 茂雄、木村 直博、熊谷 康一、白井 政克、植原 精作の８名で構成されております。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
（千株） 

監査役 常勤 太 田   節 昭和20年１月12日生

昭和44年４月 当社入社 

14

平成７年６月 人事部長 

平成11年６月 取締役経営会議ゼネラルマ

ネージャー 

平成12年６月 取締役経営企画室ゼネラル

マネージャー 

平成14年６月 執行役員マネジメント＆セ

ールスサポートセンター長 

平成15年６月 常務執行役員マネジメント

＆セールスサポートセンタ

ー長 

平成16年６月 当社監査役（常勤）（現） 

監査役 常勤 西 原 勇 夫 昭和26年１月10日生

昭和49年４月 株式会社大和銀行（現、株

式会社りそな銀行）入行 

－

平成９年１月 同行東京営業第二部長 

平成11年７月 同行阿倍野橋支店長 

平成15年３月 同行大阪公共法人部長 

平成16年２月 同行調査役 

平成16年６月 当社監査役（常勤）（現） 

監査役   小 川 博 正 昭和24年２月21日生

昭和47年４月 古河電気工業株式会社入社 

－

平成14年６月 同社総務部長 

平成15年６月 同社執行役員総務部長 

平成16年６月 当社監査役（現） 

平成16年６月 古河電気工業株式会社監査

役（常勤）（現） 

監査役   穐 田   宏 昭和14年12月17日生

昭和38年４月 古河電気工業株式会社入社 

－

昭和59年４月 同社軽金属事業部海外部長 

昭和63年５月 インターナショナル・コン

ポーネンツ・テクノロジ

ー・コーポレーション代表

取締役社長 

平成７年１月 フルカワ・エレクトリッ

ク・ノース・アメリカ・イ

ンク代表取締役社長 

平成８年４月 古河電気工業株式会社国際

室長 

平成８年６月 同社取締役経営企画室長兼

国際室長 

平成10年６月 同社常任監査役（常勤） 

平成14年６月 社団法人日本電線工業会専

務理事 

平成17年６月 当社監査役（現） 

計 61



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

 提出会社は、経営理念の実現を目指し、効率的かつ公正な事業活動を通じて、企業価値の向上を図っていくことを基本として

おります。そのためにコーポレート・ガバナンスを経営の重要な要素のひとつであると認識し、特に以下の点についてその充実

に努めてまいります。 

 経営の意思決定や業務執行など経営活動全般における適法性及び適正性を確保するとともに、意思決定の迅速化に努める等、

経営の効率化を図ること、また経営監視機能の充実を図ること等により、経営の健全性を確保してまいります。 

 業務執行については、執行役員制を採用し、執行役員は取締役会の方針、監督のもとに委譲された職責事項の遂行に専念する

体制とし、業務の有効性、効率性の向上に努め、もって事業の発展と業績向上を目指してまいります。 

 取締役の体制としては、代表取締役１名、取締役２名及び社外取締役３名の合計６名（平成18年６月27日より代表取締役１

名、取締役３名及び社外取締役３名の合計７名）としており、取締役会は原則として月１回開催し、法令、定款などに定められ

た事項や経営に関する重要事項を決定するとともに、業務の執行について監督を行っております。取締役の任期については、事

業年度ごとの責任の明確化を図るため２年から１年に短縮しております。 

 社外取締役と当社との関係につきましては、取締役 小林義和氏はソレキア株式会社の代表取締役であり、当社と同社との間に

製品販売等の取引関係があります。 

その他の社外取締役と当社との間にはいずれも特別の利害関係はありません。 

監査役は４名で、うち３名が社外監査役で構成され、取締役の職務執行ならびに業務執行機能の監査を行っております。な

お、２名が非常勤監査役であります。各監査役は、監査役会が定めた監査方針に基づき、社内各部門及びグループ会社の往査、

取締役会及び経営会議等の重要な会議への出席、重要書類の閲覧等を実施するとともに、会計監査人とは監査方針及び監査結果

について意見交換を行うなど連携をとっております。 

各社外監査役と当社との関係につきましては、特別の利害関係はありません。 

 コーポレート・ガバナンスの充実に向けた取り組みについては、コンプライアンス活動の推進を図るため、企業行動憲章及び

行動指針を制定するとともに、内部通報制度を導入して未然防止・早期是正を図る体制を整備いたしました。内部統制に関しま

しては、内部統制システム構築の基本方針を制定し、業務の適正性を確保するための取組みを充実させてまいります。 

会計監査については、中央青山監査法人と監査契約を結んでおり、監査契約書に基づき適切な監査を受けております。なお、

会計監査業務を執行した公認会計士の氏名等は、下記のとおりであります。 

  

        （注）継続監査年数については、全員７年以内であるため記載を省略しております。 

 会計監査業務に係る補助者は、公認会計士11名、会計士補５名であります。 

  

公認会計士の氏名等 所属する監査法人 

指定社員 

業務執行社員 

櫻井 資悦 
中央青山監査法人 

秋山 賢一 



顧問弁護士には、法律上の判断を必要とする場合、随時専門的な立場からの助言を受けております。 

 役員報酬及び監査報酬の内訳は下記のとおりであります。 

  

  

  役員報酬の内容   

   取締役の年間報酬総額 31,995千円 

   うち社外取締役 4,800千円 

   監査役の年間報酬総額 29,844千円 

   うち社外監査役 17,184千円 

  監査報酬の内容   

   公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬 16,500千円 

   上記以外の報酬 －千円 



第５【経理の状況】 

  

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以下「連結

財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前連結会計年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及び作成

方法に関する規則等の一部を改正する内閣府例」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２号のただし書きにより、改正

前の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務諸表等

規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前事業年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法

に関する規則等の一部を改正する内閣府例」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２号のただし書きにより、改正前の

財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）及び当連結

会計年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）並びに前事業年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）及

び当事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）の連結財務諸表及び財務諸表について、中央青山監査法人により

監査を受けております。 

  

  



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

  

   
前連結会計年度

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（資産の部）    

Ⅰ 流動資産    

１ 現金及び預金  3,945 3,883  

２ 受取手形及び売掛金  9,262 10,111  

３ たな卸資産  3,598 3,829  

４ 繰延税金資産  591 499  

５ その他  647 834  

貸倒引当金  △23 △28  

流動資産合計   18,022 47.6 19,130 48.2

Ⅱ 固定資産    

１ 有形固定資産    

(1）建物及び構築物 ※２ 12,498 12,941  

(2）機械装置及び運搬具 ※２ 18,404 18,986  

(3）工具器具及び備品  4,649 4,460  

(4）土地 ※２ 4,359 4,395  

(5）建設仮勘定  232 223  

減価償却累計額  △26,098 △26,861  

有形固定資産合計   14,046 14,145 

２ 無形固定資産   116 113 

３ 投資その他の資産    

(1）投資有価証券 
※１
※２ 

3,761 4,607  

(2）繰延税金資産  1,532 1,341  

(3) その他 ※１ 600 566  

貸倒引当金  △217 △206  

投資その他の資産合計   5,676 6,308 

固定資産合計   19,839 52.4 20,567 51.8

資産合計   37,861 100.0 39,697 100.0

     



  

  

   
前連結会計年度

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（負債の部）    

Ⅰ 流動負債    

１ 支払手形及び買掛金  6,272 6,975  

２ 短期借入金 ※２ 7,772 9,633  

３ 一年以内返済予定の 
長期借入金 

※２ 2,060 2,649  

４ 未払法人税等  112 58  

５ 未払費用  976 1,033  

６ 設備関係支払手形  51 53  

７ その他  829 762  

流動負債合計    18,075 47.7 21,166 53.3

Ⅱ 固定負債    

１ 長期借入金 ※２ 6,021 4,153  

２ 繰延税金負債  68 159  

３ 退職給付引当金  2,072 2,109  

４ その他  228 279  

固定負債合計   8,392 22.2 6,702 16.9

負債合計   26,467 69.9 27,868 70.2

（少数株主持分）    

少数株主持分   857 2.3 947 2.4

（資本の部）    

Ⅰ 資本金 ※４  6,146 16.2 6,146 15.5

Ⅱ 資本剰余金   2,929 7.7 2,929 7.4

Ⅲ 利益剰余金   2,477 6.5 1,582 4.0

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

  393 1.0 701 1.8

Ⅴ 為替換算調整勘定   △1,399 △3.7 △466 △1.2

Ⅵ 自己株式 ※５  △10 △0.0 △13 △0.0

資本合計   10,537 27.8 10,880 27.4

負債、少数株主持分及び
資本合計 

  37,861 100.0 39,697 100.0

     



②【連結損益計算書】 

  

   
前連結会計年度

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
百分比
（％） 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高   37,606 100.0 41,596 100.0

Ⅱ 売上原価   31,911 84.9 36,580 87.9

売上総利益   5,694 15.1 5,015 12.1

Ⅲ 販売費及び一般管理費 
※１
※５ 

 5,421 14.4 5,376 12.9

営業利益又は 
営業損失（△） 

  273 0.7 △360 △0.8

Ⅳ 営業外収益    

１ 受取利息  19 30  

２ 受取配当金  38 164  

３ 持分法による投資利益  113 36  

４ 為替差益  － 312  

５ その他  82 254 0.7 87 631 1.5

Ⅴ 営業外費用    

１ 支払利息  290 303  

２ 為替差損  21 －  

３ その他  42 354 0.9 58 362 0.9

経常利益又は 
経常損失（△） 

  172 0.5 △91 △0.2

Ⅵ 特別利益    

１ 投資有価証券売却益  95 2  

２ 固定資産売却益 ※２ 4 8  

３ 関係会社清算益  － 100 0.2 12 23 0.0

     



  

  

   
前連結会計年度

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
百分比
（％） 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅶ 特別損失    

１ 固定資産除却損 ※３ 88 167  

２ 事業見直し整理損 ※４ － 392  

３ 貸倒引当金繰入額  3 10  

４ 土壌汚染処理費用  37 －  

５ 新潟県中越地震損失  29 －  

６ その他  3 162 0.4 28 598 1.4

税金等調整前当期純利
益又は税金等調整前 
当期純損失（△） 

  111 0.3 △665 △1.6

法人税、住民税 
及び事業税 

 113 110  

法人税等調整額  49 162 0.4 104 214 0.5

少数株主利益   46 0.1 13 0.0

当期純損失   97 △0.2 893 △2.1

     



③【連結剰余金計算書】 

  

  

   
前連結会計年度

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）  

Ⅰ 資本剰余金期首残高  6,126 2,929 

Ⅱ 資本剰余金増加高  

１ 自己株式処分差益  － － 0 0 

Ⅲ 資本剰余金減少高  

１ 利益剰余金への振替高  3,197 3,197 － － 

Ⅳ 資本剰余金期末残高  2,929 2,929 

   

（利益剰余金の部）  

Ⅰ 利益剰余金期首残高  △539 2,477 

Ⅱ 利益剰余金増加高  

１ 資本剰余金からの振替
高 

 3,197 3,197 － － 

Ⅲ 利益剰余金減少高  

１ 当期純損失  97 893

２ 役員賞与  1 1

３ 新規連結に伴う剰余金
減少高 

 82 180 － 895 

Ⅳ 利益剰余金期末残高  2,477 1,582 

   



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
前連結会計年度

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日）

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー 

１ 税金等調整前当期純利益又は
  税金等調整前当期純損失（△） 

111 △665 

２ 減価償却費 1,621 1,903 

３ 退職給付引当金増加額（△減少額） 177 34 

４ 受取利息及び受取配当金 △58 △195 

５ 支払利息 290 303 

６ 有形固定資産売却益 △4 △8 

７ 有形固定資産除却損 88 167 

８ 事業見直し整理損 ― 392 

９ 持分法による投資利益 △113 △36 

10 売上債権の減少額（△増加額） △902 △491 

11 たな卸資産の減少額（△増加額） △586 △145 

12 仕入債務の増加額（△減少額） 840 385 

13 その他 △317 △331 

小計 1,146 1,312 

14 利息及び配当金の受取額 112 274 

15 事業見直しに伴う退職金支払 ― △133 

16 利息の支払額 △283 △310 

17 法人税等の支払額 △101 △142 

営業活動によるキャッシュ・フロー 874 1,001 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー 

１ 定期預金の預入による支出 △3,676 △3,577 

２ 定期預金の払戻による収入 3,665 3,575 

３ 有形固定資産の取得による支出 △2,253 △1,814 

４ 有形固定資産の売却による収入 13 47 

５ 投資有価証券の取得による支出 △117 △58 

６ 投資有価証券の売却による収入 158 4 

７ その他 6 46 

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,202 △1,776 



  

  

  次へ 

  
前連結会計年度

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日）

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー 

１ 短期借入金の純増加額（△純減少額） △61 1,473 

２ 長期借入れによる収入 3,450 965 

３ 長期借入金の返済による支出 △2,221 △2,024 

４ 少数株主への配当金の支払額 △19 △18 

５ その他 － 123 

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,148 518 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 △61 192 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額（△減少額） △241 △64 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 2,908 3,657 

Ⅶ 新規連結子会社の現金及び現金同等物の 
  期首残高 

990 － 

Ⅷ 現金及び現金同等物の期末残高 3,657 3,593 

  



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

前連結会計年度
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１ 連結の範囲に関する事項 １ 連結の範囲に関する事項 

(1)連結子会社の数 17社 (1)連結子会社の数 17社 

連結子会社の名称 連結子会社の名称 
  
㈱立岩製作所 東特長岡㈱ 

東特運輸㈱ ㈱特電 

ティー・シー・エス㈱ トウトクテクノ㈱ 

アットライフ㈱ ㈱トクデンプロセル 

TOTOKU (MALAYSIA) SDN.BHD. 

PT. TOTOKU INDONESIA 

TOTOKU (SINGAPORE) PTE.LTD. 

TOTOKU NORTH AMERICA, INC. 

TOTOKU ELECTRONICA MEXICANA S.A.DE C.V. 

TOTOKU PHILIPPINES, INC.   

東特（香港）有限公司 

東特（浙江）有限公司 

TOTOKU (THAILAND) CO., LTD. 

㈱立岩製作所 東特長岡㈱ 

東特運輸㈱ ㈱特電 

ティー・シー・エス㈱ トウトクテクノ㈱ 

アットライフ㈱ ㈱トクデンプロセル 

TOTOKU (MALAYSIA) SDN.BHD. 

PT. TOTOKU INDONESIA 

TOTOKU (SINGAPORE) PTE.LTD. 

TOTOKU NORTH AMERICA, INC. 

TOTOKU ELECTRONICA MEXICANA S.A.DE C.V. 

TOTOKU PHILIPPINES, INC.   

東特（香港）有限公司 

東特（浙江）有限公司 

TOTOKU (THAILAND) CO., LTD. 

 上記のうち、東特（浙江）有限公司及びTOTOKU 

(THAILAND) CO., LTD.は、重要性が増加したことか

ら、当連結会計年度より連結の範囲に含めておりま

す。 

 上記のうち、TOTOKU (SINGAPORE) PTE.LTD.は、

平成18年3月23日付けで清算結了により消滅しまし

たが、消滅までの期間の財務諸表を連結しておりま

す。 

(2）主要な非連結子会社の名称等 (2）主要な非連結子会社の名称等 

非連結子会社 非連結子会社はありません。 

上海東特光繊元器件有限公司   

（連結の範囲から除いた理由）   

非連結子会社は、小規模であるため、総資産、売

上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰

余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結財務

諸表に重要な影響を及ぼしていないためでありま

す。 

  

２ 持分法の適用に関する事項 ２ 持分法の適用に関する事項 

(1)持分法適用の関連会社数３社 (1)持分法適用の関連会社数３社 

会社名 会社名 

 ㈱シバタ、栄星電線工業股份有限公司 

 東特巻線㈱ 

同左 

(2）持分法を適用していない非連結子会社及び関連会

社 

(2)持分法を適用していない非連結子会社及び関連会

社 

非連結子会社である上海東特光繊元器件有限公司

及び関連会社である大星投資有限公司及び星河貿易

有限公司は、それぞれ連結純損益及び利益剰余金等

に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要

性がないため、持分法の適用から除外しておりま

す。 

関連会社である大星投資有限公司及び星河貿易有

限公司は、それぞれ連結純損益及び利益剰余金等に

及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性

がないため、持分法の適用から除外しております。 

(3）持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異

なる会社については、各社の事業年度に係る財務諸

表を使用しております。 

(3）         同左 



前連結会計年度
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(4）投資差額の償却に関する事項 (4）投資差額の償却に関する事項 

 投資差額は５年間で均等償却することを原則とし

ております。ただし、金額に重要性がない場合には

発生時に一時償却をしております。 

同左 

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項 ３ 連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社のうち、TOTOKU (MALAYSIA) SDN.BHD.、

PT. TOTOKU INDONESIA、TOTOKU (SINGAPORE) 

PTE.LTD.、TOTOKU PHILIPPINES, INC.、東特（香港）

有限公司、東特（浙江）有限公司及びTOTOKU 

(THAILAND) CO., LTD.の決算日は12月31日であるの

で、連結子会社それぞれの決算日現在の財務諸表を使

用して連結しておりますが、連結決算日との間に生じ

た重要な取引については、連結上必要な調整を行って

おります。 

 TOTOKU NORTH AMERICA, INC.及びTOTOKU 

ELECTRONICA MEXICANA S.A.DE C.V.は当連結会計年度

より従来の２月末日から12月末日へ変更し、10ヶ月間

の決算となっております。 

連結子会社のうち、TOTOKU (MALAYSIA) SDN.BHD.、

PT. TOTOKU INDONESIA、TOTOKU (SINGAPORE) 

PTE.LTD.、TOTOKU PHILIPPINES, INC.、東特（香港）

有限公司、東特（浙江）有限公司TOTOKU (THAILAND) 

CO., LTD. 、TOTOKU NORTH AMERICA, INC.及び 

TOTOKU ELECTRONICA MEXICANA S.A.DE C.V.の決算日

は12月31日であるので、連結子会社それぞれの決算日

現在の財務諸表を使用して連結しておりますが、連結

決算日との間に生じた重要な取引については、連結上

必要な調整を行っております。 

  

４ 会計処理基準に関する事項 ４ 会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 (1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

イ 有価証券 イ 有価証券 

その他有価証券 同左 

時価のあるもの   

連結会計年度末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により処理し、売

却原価は総平均法により算定）。 

  

時価のないもの   

総平均法による原価法。   

ロ デリバティブ ロ デリバティブ 

時価法 同左 

ハ たな卸資産 ハ たな卸資産 

 主として原価法（総平均法）により評価してお

ります。 

同左 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 (2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

イ 有形固定資産 イ 有形固定資産 

 提出会社及び国内連結子会社は、主として定率

法。 

 ただし、平成10年４月１日以降取得した建物

（建物附属設備は除く）については定額法。金型

は残存価額０（ゼロ）の定額法。 

 また、在外連結子会社は定額法。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおりでありま

す。 

同左 

 建物及び構築物   ７～38年 

 機械装置及び運搬具 ５～10年 

  



前連結会計年度
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

ロ 無形固定資産 ロ 無形固定資産 

 定額法 同左 

 なお、自社利用のソフトウェアは社内における

利用可能期間（５年）による定額法。 

  

(3）重要な引当金の計上基準 (3）重要な引当金の計上基準 

イ 貸倒引当金 イ 貸倒引当金 

 債権の貸倒れ損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上しております。 

 なお、連結会社間の債権債務の消去に伴い残高

を修正しております。 

同左 

ロ 退職給付引当金 ロ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年

度末における退職給付債務及び年金資産の見込み

額に基づき、当連結会計年度末において発生して

いると認められる額を計上しております。 

 会計基準変更時差異については、15年による按

分額を費用処理しております。ただし、連結子会

社の一部については、会計基準変更時に一括費用

処理しております。 

 過去勤務債務については、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年数（15年）に

よる定額法により費用処理しております。 

 数理計算上の差異については、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（15

年）による定額法により、発生の翌連結会計年度

から費用処理しております。 

同左 

ハ 役員退職慰労引当金 ハ 役員退職慰労引当金 

 役員及び執行役員の退職慰労金の支給に備える

ため、内規に基づく当連結会計年度末要支給額の

全額を計上しております。 

同左 

(4）重要なリース取引の処理方法 (4）重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

同左 



  

前連結会計年度
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(5）重要なヘッジ会計の方法 (5）重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法  同左 

 特例処理の要件を満たす金利スワップについては

特例処理によっております。 

  

②ヘッジ手段とヘッジ対象   

（ヘッジ手段）  （ヘッジ対象）   

金利スワップ   借入金の利息   

③ヘッジ方針   

 金利スワップ取引は、借入金の範囲内で行うこと

にしており、投機目的のためのデリバティブ取引は

行わない方針であります。 

  

④ヘッジ有効性評価の方法   

 特例処理の要件を満たす金利スワップについて

は、有効性の評価を省略しております。 

  

(6）その他連結財務諸表作成のための重要な事項 (6）その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

 消費税等の会計処理  消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は、税抜方式によっており

ます。 

同左 

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 ５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価については全面時

価評価法を採用しております。 

同左 

６ 連結調整勘定の償却に関する事項 ６ 連結調整勘定の償却に関する事項 

 連結調整勘定の償却については５年間で均等償却す

ることを原則としております。ただし金額に重要性が

ない場合には発生時に一時償却しております。 

同左 

７ 利益処分項目等の取扱いに関する事項 ７ 利益処分項目等の取扱いに関する事項 

 連結会社の利益処分については、連結会計年度にお

いて確定した利益処分を基礎とする方法（確定方式）

によっております。 

同左 

８ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 ８ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

 連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金

及び現金同等物）は、手許現金、要求払預金及び取得

日から３か月以内に満期の到来する流動性の高い、容

易に換金可能であり、かつ価値の変動について僅少な

リスクしか負わない短期的な投資であります。 

同左 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

追加情報 

  

  

  次へ 

前連結会計年度
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  （固定資産の減損に係る会計基準） 

――――――― 

  

 当連結会計年度より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用しており

ます。これによる損益に与える影響はありません。 

前連結会計年度
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（外形標準課税制度導入の会計上の影響）   

 実務対応報告第12号「法人事業税における外形標準課 

税部分の損益計算書上の表示についての実務上の取扱

い」（企業会計基準委員会 平成16年２月13日）が公表

されたことに伴い、当連結会計年度から同実務対応報告

に基づき、法人事業税の付加価値割及び資本割47百万円 

を販売費及び一般管理費として処理しております。 

――――――― 

  



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

  

前連結会計年度
（平成17年３月31日） 

当連結会計年度
（平成18年３月31日） 

１ ※１ 非連結子会社及び関連会社に対するものは次

のとおりであります。 

１ ※１ 非連結子会社及び関連会社に対するものは次

のとおりであります。 
  

投資有価証券（株式） 1,856百万円 

その他（出資金） 22百万円 
  

投資有価証券（株式） 1,865百万円 

２ ※２ 担保に供している資産 ２ ※２ 担保に供している資産 

(1)有形固定資産 (1)有形固定資産 

①財団抵当に供している資産 ①財団抵当に供している資産 
  
建物及び構築物 1,142百万円 

機械装置及び運搬具 711百万円 

土地 1,106百万円 

計 2,960百万円 

建物及び構築物 1,101百万円 

機械装置及び運搬具 548百万円 

土地 804百万円 

計 2,454百万円 

上記に対応する債務 上記に対応する債務 
  
短期借入金 1,007百万円 

長期借入金 2,472百万円 

(うち１年以内に返済予定分) (596百万円)

短期借入金 1,257百万円 

長期借入金 2,013百万円 

(うち１年以内に返済予定分) (527百万円)

②根抵当権を設定している資産 ②根抵当権を設定している資産 
  
建物及び構築物 759百万円 

土地 242百万円 

計 1,002百万円 

建物及び構築物 703百万円 

土地 242百万円 

計 945百万円 

上記に対応する債務 上記に対応する債務 
  
長期借入金 1,017百万円 

(うち１年以内に返済予定分) (157百万円)

長期借入金 860百万円 

(うち１年以内に返済予定分) (140 百万円)

  
(2)投資有価証券 136百万円 (2)投資有価証券 201百万円 

上記に対応する債務 上記に対応する債務 
  
長期借入金 164百万円 

(うち１年以内に返済予定分) (60百万円)

長期借入金 152百万円 

(うち１年以内に返済予定分) (54百万円)

  
３    受取手形割引高 188百万円 

受取手形裏書譲渡高 85百万円 

３    受取手形割引高 164百万円 

受取手形裏書譲渡高 22百万円 

４ ※４ 提出会社の発行済株式総数は、普通株式 

44,278,359株であります。 

４ ※４ 提出会社の発行済株式総数は、普通株式 

44,278,359株であります。 

５ ※５ 連結会社、持分法を適用した関連会社が保有

する自己株式の数は、普通株式207,669株で

あります。 

５ ※５ 連結会社、持分法を適用した関連会社が保有

する自己株式の数は、普通株式201,125株で

あります。 



（連結損益計算書関係） 

  

（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

  

  

  次へ 

前連結会計年度
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目と金額は次の

とおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目と金額は次の

とおりであります。 
  

支払手数料 435百万円

荷造費及び運送費 563百万円

給料諸手当福利費 2,137百万円

役員退職慰労引当金繰入額 33百万円

退職給付費用 212百万円

減価償却費 186百万円

支払手数料 420百万円

荷造費及び運送費 568百万円

給料諸手当福利費 2,092百万円

役員退職慰労引当金繰入額 36百万円

退職給付費用 194百万円

減価償却費 178百万円

※２ 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 ※２ 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 
  

機械装置及び運搬具 4百万円

工具器具及び備品 0百万円

計 4百万円

機械装置及び運搬具 2百万円

建物及び構築物 6百万円

計 8百万円

※３ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 ※３ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 
  

機械装置及び運搬具 81百万円

建物及び構築物 5百万円

工具器具及び備品 0百万円

計 88百万円

機械装置及び運搬具 143百万円

建物及び構築物 2百万円

工具器具及び備品 20百万円

計 167百万円

※４        ――――――― 

  

※４ 北米の連結子会社の事業見直しによる特別退職金

等であります。 

※５ 一般管理費及び当期製造費用に含まれている研究

開発費               584百万円 

※５ 一般管理費及び当期製造費用に含まれている研究

開発費              648百万円 

前連結会計年度
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

（平成17年３月31日現在） （平成18年３月31日現在） 
  
現金及び預金勘定 3,945百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △288百万円

現金及び現金同等物 3,657百万円

現金及び預金勘定 3,883百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 290百万円

現金及び現金同等物 3,593百万円



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

前連結会計年度
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 
  

  

機械装置
及び 
運搬具 
(百万円) 

  

工具 
器具及 
び備品 
(百万円)

  

  
合計 
  

(百万円) 

取得価額 
相当額 

 
827
 
 486 1,313

減価償却 
累計額 
相当額 

528 339 867

期末残高 
相当額 

299 146 445

機械装置
及び 
運搬具 
(百万円)

工具
器具及 
び備品 
(百万円)

  

  
合計 
  

(百万円) 

取得価額
相当額 

292
 

378 670

減価償却
累計額 
相当額 

207 266 473

期末残高
相当額 

84 112 196

 なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算定しております。 

同左 

② 未経過リース料期末残高相当額 ② 未経過リース料期末残高相当額等 

  未経過リース料期末残高相当額 
  

１年以内 251百万円

１年超 194百万円

合計 445百万円

１年以内 77百万円

１年超 119百万円

合計 196百万円

 なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み法により算定し

ております。 

同左 

③ 支払リース料及び減価償却費相当額 ③ 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減

価償却費相当額及び減損損失 
  

支払リース料 330百万円

減価償却費相当額 330百万円

支払リース料 234百万円

減価償却費相当額 234百万円

④ 減価償却費相当額の算定方法 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を０(ゼロ)

とする定額法によっております。 

同左 

  （減損損失について） 

  リース資産に配分された減損損失はありません。 



（有価証券関係） 

前連結会計年度（平成17年３月31日） 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

  

３ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

  

当連結会計年度（平成18年３月31日） 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

  

３ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

  

  

  次へ 

区分 種類 
取得原価
（百万円） 

連結貸借
対照表計上額 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

連結貸借対照表計上額が取得原価を超
えるもの 

株式 613 1,353 740

連結貸借対照表計上額が取得原価を超
えないもの 

株式 81 74 △7

合計   694 1,428 733

区分 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 

その他有価証券 

非上場株式 102

売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円） 

158 95 ― 

区分 種類 
取得原価
（百万円） 

連結貸借
対照表計上額 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

連結貸借対照表計上額が取得原価を超
えるもの 

株式 688 2,024 1,336

連結貸借対照表計上額が取得原価を超
えないもの 

株式 16 13 △2

合計   704 2,038 1,334

区分 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 

その他有価証券 

非上場株式 139

売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円） 

4 2 ― 



（デリバティブ取引関係） 

１ 取引の状況に関する事項 

  

前連結会計年度
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

① 取引の内容 ① 取引の内容 

 先物為替予約取引及び金利スワップ取引を行ってお

ります。 

同左 

② 取引に対する取組方針 ② 取引に対する取組方針 

 先物為替予約取引は、外貨建売掛金及び成約高の範

囲内で、金利スワップ取引は、借入金の範囲内で行う

ことにしており、投機目的のためのデリバティブ取引

は行わない方針であります。 

同左 

③ 取引の利用目的 ③ 取引の利用目的 

 先物為替予約取引は、為替レートの変動による外貨

建売掛金及び成約高の将来の円建の収入の減少リスク

を回避する目的で、また、金利スワップ取引は借入金

利等の将来の金利市場における利率上昇による変動リ

スクを回避する目的で利用しております。 

同左 

④ 取引に係るリスクの内容 ④ 取引に係るリスクの内容 

 先物為替予約取引は、為替相場の変動によるリスク

を、金利スワップ取引は市場金利の変動によるリスク

をそれぞれ有しております。 

 なお、デリバティブ取引の契約先は、いずれも信用

度の高い国内の銀行であるため、相手先の契約不履行

によるいわゆる信用リスクは、ほとんどないと判断し

ております。 

同左 

⑤ 取引に係るリスク管理体制 ⑤ 取引に係るリスク管理体制 

 デリバティブ取引の実行及び管理は社内ルールに従

って経理担当部門が決裁担当者の承認を得て行ってお

ります。 

同左 

⑥ 取引の時価等に関する事項についての補足説明 ⑥ 取引の時価等に関する事項についての補足説明 

 取引の時価等に関する事項についての契約額等は、

あくまでもデリバティブ取引における名目的な契約

額、または計算上の想定元本であり、当該金額自体が

デリバティブ取引のリスクの大きさを示すものではあ

りません。 

同左 



２ 取引の時価等に関する事項 

前連結会計年度（平成17年３月31日） 

(1）通貨関連 

 残高はありません。 

  

(2）金利関連 

 （注） 時価の算定方法 

取引先金融機関から提示された価格等に基づいて算定しております。 

  

当連結会計年度（平成18年３月31日） 

(1）通貨関連 

 （注）１ 時価の算定方法 

取引先金融機関から提示された価格等に基づいて算定しております。 

２ 上記通貨スワップ取引は、クーポンスワップ取引（金利部分のみのスワップ）であります。 

３ 通貨スワップ取引、為替予約取引契約における想定元本額は、この金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスク量を

示すものではありません。 

  

(2）金利関連 

 （注） 時価の算定方法 

取引先金融機関から提示された価格等に基づいて算定しております。 

  

  

  次へ 

区分 種類 
契約額等
（百万円） 

契約額等の
うち１年超 
（百万円） 

時価 
（百万円） 

評価損益 
（百万円） 

市場取引以外の取引 金利スワップ取引   

  変動受取・固定支払 1,450 1,450 △35 △35

区分 種類 
契約額等
（百万円） 

契約額等の
うち１年超 
（百万円） 

時価 
（百万円） 

評価損益 
（百万円） 

市場取引以外の取引 通貨スワップ取引   

  
受取固定（米ドル）・支払固
定（円） 

1,330 1,330 3 3

  為替予約取引  

  売建  

   米ドル 150 ― △1 △1

合計   1,480 1,330 2 2

区分 種類 
契約額等
（百万円） 

契約額等の
うち１年超 
（百万円） 

時価 
（百万円） 

評価損益 
（百万円） 

市場取引以外の取引 金利スワップ取引   

  変動受取・固定支払 1,750 650 △20 △20



（退職給付関係） 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

１ 採用している退職給付制度の概要 

新企業年金 ：提出会社は、平成16年１月１日より新企業年金制度を採用しております。 

適格退職年金：提出会社は、平成元年３月21日より、勤続15年以上の従業員が55歳以上で退職した場合に支給される退職金

の一部について適格退職年金制度を採用しております。 

また、一部の連結子会社においても、適格退職年金制度を採用しております。 

退職一時金 ：提出会社及び国内連結子会社は、退職金規程に基づく退職一時金制度を採用しております。 

  

２ 退職給付債務に関する事項 

 （注）１ 前連結会計年度において、提出会社は厚生年金基金を解散し、年金資産を新企業年金に移行しております。 

２ 連結子会社については、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。 

  

３ 退職給付費用に関する事項 

 （注）１ 前連結会計年度において、提出会社は厚生年金基金を解散し、年金資産を新企業年金に移行しております。 

２ 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、「イ 勤務費用」に計上しております。 

  

  
前連結会計年度

（平成17年３月31日） 

  イ 退職給付債務 △5,601百万円

  ロ 年金資産 1,146百万円

  ハ 未積立退職給付債務（イ＋ロ） △4,454百万円

  ニ 会計基準変更時の未処理額 896百万円

  ホ 未認識数理計算上の差異 1,610百万円

  へ 未認識過去勤務債務 △126百万円

  ト 退職給付引当金（ハ＋ニ＋ホ＋ヘ） 2,072百万円

  前連結会計年度
（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

  イ 勤務費用  193

  ロ 利息費用 147

  ハ 期待運用収益 △34

  ニ 会計基準変更時の費用処理額 90

  ホ 数理計算上の差異の費用処理額 151

  へ 過去勤務債務の費用処理額 △9

  ト 退職給付費用（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋へ） 539



４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

  

当連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

１ 採用している退職給付制度の概要 

新企業年金 ：提出会社は、平成16年１月１日より新企業年金制度を採用しております。 

適格退職年金：提出会社は、平成元年３月21日より、勤続15年以上の従業員が55歳以上で退職した場合に支給される退職金

の一部について適格退職年金制度を採用しております。 

また、一部の連結子会社においても、適格退職年金制度を採用しております。 

退職一時金 ：提出会社及び国内連結子会社は、退職金規程に基づく退職一時金制度を採用しております。 

  

２ 退職給付債務に関する事項 

 （注） 連結子会社については、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。 

  

  
前連結会計年度

（平成17年３月31日） 

イ 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

ロ 割引率 2.8％

ハ 期待運用収益率 4.8％

ニ 過去勤務債務額の処理年数 
15年（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の
年数による定額法） 

ホ 数理計算上の差異の処理年数 
15年（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の
年数による定額法により、翌連結会計年度から費用処理
しております。） 

ヘ 会計基準変更時差異の処理年数 15年（一部の連結子会社は１年）

  
当連結会計年度

（平成18年３月31日） 

  イ 退職給付債務 △5,581百万円

  ロ 年金資産 1,507百万円

  ハ 未積立退職給付債務（イ＋ロ） △4,074百万円

  ニ 会計基準変更時の未処理額 809百万円

  ホ 未認識数理計算上の差異 1,271百万円

  へ 未認識過去勤務債務 △116百万円

  ト 退職給付引当金（ハ＋ニ＋ホ＋ヘ） 2,109百万円



３ 退職給付費用に関する事項 

 （注） 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、「イ 勤務費用」に計上しております。 

  

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

  

  当連結会計年度
（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

  イ 勤務費用  176

  ロ 利息費用 142

  ハ 期待運用収益 △39

  ニ 会計基準変更時の費用処理額 90

  ホ 数理計算上の差異の費用処理額 132

  へ 過去勤務債務の費用処理額 △9

  ト 退職給付費用（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋へ） 494

  
当連結会計年度

（平成18年３月31日） 

イ 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

ロ 割引率 2.5％

ハ 期待運用収益率 4.6％

ニ 過去勤務債務額の処理年数 
15年（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定
の年数による定額法） 

ホ 数理計算上の差異の処理年数 
15年（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定
の年数による定額法により、翌連結会計年度から費用処
理しております。） 

ヘ 会計基準変更時差異の処理年数 15年（一部の連結子会社は１年）



（税効果会計関係） 

前連結会計年度
（平成17年３月31日） 

当連結会計年度
（平成18年３月31日） 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 
  
繰延税金資産   

繰越欠損金 2,142百万円

退職給付引当金 811百万円

事業見直し資産整理損 259百万円

未払賞与 225百万円

貸倒引当金 7百万円

役員退職慰労引当金 42百万円

ゴルフ会員権評価損 26百万円

繰越外国税額控除 349百万円

未実現たな卸資産売却益 1百万円

一括償却資産 22百万円

減価償却費 44百万円

その他 209百万円

繰延税金資産小計 4,146百万円

評価性引当額 △1,794百万円

繰延税金資産合計 2,352百万円

   

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 △297百万円

その他 △25百万円

繰延税金負債合計 △322百万円

繰延税金資産の純額 2,029百万円

繰延税金資産   

繰越欠損金 2,057百万円

退職給付引当金 831百万円

事業見直し資産整理損 249百万円

未払賞与 225百万円

貸倒引当金 4百万円

役員退職慰労引当金 31百万円

ゴルフ会員権評価損 26百万円

繰越外国税額控除 269百万円

未実現たな卸資産売却益 1百万円

一括償却資産 23百万円

減価償却費 63百万円

その他 155百万円

繰延税金資産小計 3,940百万円

評価性引当額 △1,669百万円

繰延税金資産合計 2,271百万円

   

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 △541百万円

その他 △49百万円

繰延税金負債合計 △590百万円

繰延税金資産の純額 1,681百万円

 繰延税金は、連結貸借対照表上、次の項目に表示し

ております。 

 繰延税金は、連結貸借対照表上、次の項目に表示し

ております。 
  
繰延税金資産(流動資産) 591百万円

繰延税金資産(投資その他の資産) 1,532百万円

その他(流動負債) △25百万円

繰延税金負債(固定負債) △68百万円

差引計 2,029百万円

繰延税金資産(流動資産) 499百万円

繰延税金資産(投資その他の資産) 1,341百万円

その他(流動負債) －百万円

繰延税金負債(固定負債) △159百万円

差引計 1,681百万円



  

  

前連結会計年度
（平成17年３月31日） 

当連結会計年度
（平成18年３月31日） 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 

２ 

 ――――――― 

  
  
法定実効税率 40.2％

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない

項目 

10.5％

受取配当金等永久に益金に算入され

ない項目 

△5.7％

直接納付外国税額損金算入 47.1％

持分法投資損益 △40.7％

連結子会社等からの受取配当金消去

調整額 

157.0％

連結子会社還付法人税等 △40.5％

未認識資産評価損 30.6％

繰越欠損金回収見込の増減 △54.4％

その他 1.6％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 145.7％



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 （注）１ 事業の区分の方法 

製品の種類、性質、製造方法、販売方法等の類似性、損益集計区分及び関連資産等に照らし、事業区分を行っておりま

す。 

２ 各区分の主な製品 

電線及び電線加工品…巻線、ケーブル・配線材、ヒータ応用製品、ケーブル加工品、その他電線加工品等 

光部品・機器…光部品、光機器等 

電子機器・部品…電子部品（コイル）、映像機器部品（偏向ヨーク）、電子機器（ディスプレイ）等 

３ 営業費用はすべて各セグメントに配賦しております。 

４ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、15,269百万円であり、その主なものは、提出会社での余

資運用資金（現金）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る資産であります。 

５ 減価償却費及び資本的支出には長期前払費用と同費用に係る償却額が含まれております。 

  

  
電線及び 
電線加工品
（百万円） 

光部品
・機器 
（百万円） 

電子機器
・部品 
（百万円） 

計
  

（百万円） 

消去又は 
全社 

（百万円） 

連結 
  

（百万円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益   

売上高   

(1)外部顧客に対する売上高 15,750 277 21,578 37,606 ― 37,606

(2）セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

509 ― ― 509 (509) ―

計 16,259 277 21,578 38,115 (509) 37,606

営業費用 16,111 352 21,378 37,842 (509) 37,333

営業利益又は 
営業損失（△） 

147 △74 199 273 ― 273

Ⅱ 資産・減価償却費 
及び資本的支出 

  

資産 9,706 448 12,436 22,592 15,269 37,861

減価償却費 739 34 664 1,439 181 1,621

資本的支出 1,112 1 688 1,801 94 1,896



当連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 （注）１ 事業の区分の方法 

製品の種類、性質、製造方法、販売方法等の類似性、損益集計区分及び関連資産等に照らし、事業区分を行っておりま

す。 

２ 各区分の主な製品 

電線及び電線加工品…巻線、ケーブル・配線材、ヒータ応用製品、ケーブル加工品、その他電線加工品等 

光部品・機器…光部品、光機器等 

電子機器・部品…電子部品（コイル）、映像機器部品（偏向ヨーク）、電子機器（ディスプレイ）等 

３ 営業費用はすべて各セグメントに配賦しております。 

４ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、15,910百万円であり、その主なものは、提出会社での余

資運用資金（現金）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る資産であります。 

５ 減価償却費及び資本的支出には長期前払費用と同費用に係る償却額が含まれております。 

  

  

  
電線及び 
電線加工品
（百万円） 

光部品
・機器 
（百万円） 

電子機器
・部品 
（百万円） 

計
  

（百万円） 

消去又は 
全社 

（百万円） 

連結 
  

（百万円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益   

売上高   

(1)外部顧客に対する売上高 21,192 1,222 19,180 41,596 ― 41,596

(2）セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

697 ― ― 697 (697) ―

計 21,890 1,222 19,180 42,293 (697) 41,596

営業費用 21,900 1,223 19,530 42,654 (697) 41,956

営業損失 9 0 349 360 ― 360

Ⅱ 資産・減価償却費 
及び資本的支出 

  

資産 12,830 665 10,290 23,786 15,910 39,697

減価償却費 833 58 825 1,717 186 1,903

資本的支出 644 143 955 1,743 82 1,825



【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 （注）１ 国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

２ 本邦以外の区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

アジア……マレーシア・フィリピン・インドネシア・中国等 

北 米……アメリカ・メキシコ 

３ 営業費用はすべて各セグメントに配賦しております。 

４ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、15,269百万円であり、その主なものは、提出会社での余

資運用資金（現金）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る資産であります。 

５ 国又は地域の区分名称の変更  

従来、当社グループの国又は地域の区分名称は、「日本」、「東南アジア」、「北米」としておりましたが、当連結

会計年度から「日本」、「アジア」、「北米」に名称変更しました。 

これは、当連結会計年度より中国の製造子会社を新たに連結の範囲に含めたことに伴い，中国の重要性が増加したこ

とにより「東南アジア」から「アジア」に変更したものであります。 

  

  
日本 
  

（百万円） 

アジア
  

（百万円） 

北米
  

（百万円） 

計
  

（百万円） 

消去又は 
全社 

（百万円） 

連結 
  

（百万円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益   

売上高   

(1)外部顧客に対する売上高 31,387 4,093 2,126 37,606 ― 37,606

(2）セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

3,897 6,242 1 10,141 （10,141) －

計 35,284 10,335 2,127 47,748 (10,141) 37,606

営業費用 35,084 9,969 2,384 47,437 (10,103) 37,333

営業利益又は 
営業損失（△） 

200 366 △256 310 (37) 273

Ⅱ 資産 21,968 5,762 1,386 29,117 8,743 37,861



当連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 （注）１ 国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

２ 本邦以外の区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

アジア……マレーシア・フィリピン・インドネシア・中国等 

北 米……アメリカ・メキシコ 

３ 営業費用はすべて各セグメントに配賦しております。 

４ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、15,910百万円であり、その主なものは、提出会社での余

資運用資金（現金）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る資産であります。 

  

【海外売上高】 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 （注）１ 海外売上高は、提出会社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

２ 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

(1)国又は地域の区分の方法……地理的近接度によっております。 

(2）各区分に属する主な国又は地域 

ア ジ ア……タイ・シンガポール・韓国・中国等 

北   米……アメリカ・メキシコ 

ヨーロッパ……ハンガリー・ドイツ・オランダ等 

３ 国又は地域の区分名称の変更  

従来、当社グループの国又は地域の区分名称は、「東南アジア」、「北米」、「ヨーロッパ」としておりましたが、

当連結会計年度から「アジア」、「北米」、「ヨーロッパ」に名称変更しました。 

これは、中国向けの売上高が増加したことに伴い、中国の重要性が増加したことにより「東南アジア」から「アジ

ア」に変更したものであります。 

  

  
日本 
  

（百万円） 

アジア
  

（百万円） 

北米
  

（百万円） 

計
  

（百万円） 

消去又は 
全社 

（百万円） 

連結 
  

（百万円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益   

売上高   

(1)外部顧客に対する売上高 33,684 5,750 2,161 41,596 ― 41,596

(2）セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

3,516 6,859 60 10,436 (10,436) ―

計 37,200 12,610 2,222 52,032 (10,436) 41,596

営業費用 37,311 12,485 2,615 52,412 (10,455) 41,956

営業利益又は 
営業損失（△） 

△111 124 △392 △379 (18) △360

Ⅱ 資産 25,504 5,491 581 31,577 8,119 39,697

  アジア 北米 ヨーロッパ 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 11,241 3,824 1,510 16,576 

Ⅱ 連結売上高（百万円） 37,606 

Ⅲ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合（％） 

29.9 10.2 4.0 44.1 



当連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 （注）１ 海外売上高は、提出会社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

２ 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

(1)国又は地域の区分の方法……地理的近接度によっております。 

(2）各区分に属する主な国又は地域 

ア ジ ア……タイ・シンガポール・韓国・中国等 

北   米……アメリカ・メキシコ 

ヨーロッパ……ハンガリー・ドイツ・オランダ等 

  

  

  アジア 北米 ヨーロッパ 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 12,219 4,152 1,248 17,620 

Ⅱ 連結売上高（百万円） 41,596 

Ⅲ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合（％） 

29.4 10.0 3.0 42.4 



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

（１）親会社及び法人主要株主等 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

(1）提出会社製品の販売については、価格その他の取引条件は提出会社と関連を有しない当事者と同様の条件によっています。取引

条件に劣ることはありません。 

(2）原材料及び製品の購入については、古河電気工業㈱以外からも複数の見積を入手し、毎期価格交渉のうえ市場の実勢価格を見

て、発注先を決定しております。 

  

属性 
会社等 
の名称 

住所 
資本金又 
は出資金 
(百万円) 

事業の内容 
又は職業 

議決権等
の所有 

（被所有）割合

関係内容

取引の内容
取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高
（百万円）役員の

兼任等 
事業上
の関係 

その他
の関係
会社 

古河電
気工業
㈱ 

東京
都 
千代
田区 

69,233 

電線非鉄
金属製品
及びその
他製品の
製造、販
売 

（被所有）
直接…33.3％ 

提出会
社役員
兼任 
…２名 製品の

販売、
原材料
の支
給、原
材料及
び製品
の購入 

提出会社
製品の販
売 

1,868 売掛金 136

提出会
社への
出向 
…１名 

原材料等
の支給 

292
未収入
金 

33

提出会
社への
転籍 
…２名 

原材料、
製品の購
入 

1,132 買掛金 313



（２）役員及び個人主要株主等 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

(1）上記の取引は、いわゆる第三者のための取引であります。 

(2）提出会社製品の販売については、価格その他の取引条件は提出会社と関連を有しない当事者と同様の条件によっています。取引

条件に劣ることはありません。 

(3）原材料及び製品の購入については、ソレキア㈱以外からも複数の見積を入手し、毎期価格交渉のうえ市場の実勢価格を見て、発

注先を決定しております。 

  

（３）子会社等 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

(1）提出会社製品の販売については、価格その他の取引条件は提出会社と関連を有しない当事者と同様の条件によっています。取引

条件に劣ることはありません。 

  

 （注） 上記の取引金額は期中増加額をもって示しており、消費税等は含まれておりませんが、期末残高には消費税等が含まれて

おります。 

  

属性 
会社等 
の名称 

住所 
資本金又 
は出資金 
(百万円) 

事業の内容 
又は職業 

議決権等
の所有 

（被所有）割合

関係内容

取引の内容
取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高
（百万円）役員の

兼任等 
事業上
の関係 

役員 
ソレキ
ア㈱ 

東京
都 
大田
区 

2,293 

電子デバ
イス、Ｏ
Ａ機器等
の販売、
システム
及びソフ
トの開
発・販売
及び電子
機器等の
保守 

（所有）
直接…12.3％ 
（被所有） 
直接… 0.3％ 

提出会
社役員
兼任 
…１名 

製品の
販売、
原材料
及び製
品の購
入 

提出会社
製品の販
売 

468 売掛金 190

原材料等
の購入 

352 買掛金 79

配当金の
受取 

3 ― ―

属性 
会社等 
の名称 

住所 
資本金又 
は出資金 
(百万円) 

事業の内容 
又は職業 

議決権等
の所有 

（被所有）割合

関係内容

取引の内容
取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高
（百万円）役員の

兼任等 
事業上
の関係 

関連会
社 

㈱シバ
タ 

東京
都 
新宿
区 

40 
電線及び
電子機器
の販売 

（所有）
直接…20.0％ 
（被所有） 
直接… 0.1％ 

なし
製品の
販売 

提出会社
製品の販
売 

1,415 売掛金 506



当連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

（１）親会社及び法人主要株主等 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

(1）提出会社製品の販売については、価格その他の取引条件は提出会社と関連を有しない当事者と同様の条件によっています。取引

条件に劣ることはありません。 

(2）原材料及び製品の購入については、古河電気工業㈱以外からも複数の見積を入手し、毎期価格交渉のうえ市場の実勢価格を見

て、発注先を決定しております。 

  

（２）役員及び個人主要株主等 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

(1）上記の取引は、いわゆる第三者のための取引であります。 

(2）提出会社製品の販売については、価格その他の取引条件は提出会社と関連を有しない当事者と同様の条件によっています。取引

条件に劣ることはありません。 

(3)原材料等の購入については、ソレキア㈱以外からも複数の見積を入手し、毎期価格交渉のうえ市場の実勢価格を見て、発注先を決

定しております。 

  

属性 
会社等 
の名称 

住所 
資本金又 
は出資金 
(百万円) 

事業の内容 
又は職業 

議決権等
の所有 

（被所有）割合

関係内容

取引の内容
取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高
（百万円）役員の

兼任等 
事業上
の関係 

その他
の関係
会社 

古河電
気工業
㈱ 

東京
都 
千代
田区 

69,312 

電線非鉄
金属製品
及びその
他製品の
製造、販
売 

（被所有）
直接…33.3％ 

提出会
社役員
兼任 
…１名 製品の

販売、
原材料
の支
給、原
材料及
び製品
の購入 

提出会社
製品の販
売 

2,887 売掛金 357

原材料等
の支給 

415
未収入
金 

53

提出会
社への
転籍 
…１名 

原材料、
製品の購
入 

2,207

買掛金 883

その他 56

属性 
会社等 
の名称 

住所 
資本金又 
は出資金 
(百万円) 

事業の内容 
又は職業 

議決権等
の所有 

（被所有）割合

関係内容

取引の内容
取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高
（百万円）役員の

兼任等 
事業上
の関係 

役員 
ソレキ
ア㈱ 

東京
都 
大田
区 

2,293 

電子デバ
イス、Ｏ
Ａ機器等
の販売、
システム
及びソフ
トの開
発・販売
及び電子
機器等の
保守 

（所有）
直接…12.3％ 
（被所有） 
直接… 0.3％ 

提出会
社役員
兼任 
…１名 

製品の
販売、
原材料
及び製
品の購
入 

提出会社
製品の販
売 

772 売掛金 251

原材料等
の購入 

59 買掛金 17

配当金の
受取 

3 ― ―



（３）子会社等 

  

取引条件及び取引条件の決定方針等 

(1）提出会社製品の販売については、価格その他の取引条件は提出会社と関連を有しない当事者と同様の条件によっています。取引

条件に劣ることはありません。 

  

（４）兄弟会社等 

  

取引条件及び取引条件の決定方針等 

(1)原材料等の購入については、古河産業㈱以外からも複数の見積を入手し、毎期価格交渉のうえ市場の実勢価格を見て、発注先を決

定しております。 

  

 （注） 上記の取引金額は期中増加額をもって示しており、消費税等は含まれておりませんが、期末残高には消費税等が含まれて

おります。 

属性 
会社等 
の名称 

住所 
資本金又 
は出資金 
(百万円) 

事業の内容 
又は職業 

議決権等
の所有 

（被所有）割合

関係内容

取引の内容
取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高
（百万円）役員の

兼任等 
事業上
の関係 

関連会
社 

㈱シバ
タ 

東京
都 
新宿
区 

40 
電線及び
電子機器
の販売 

（所有）
直接…20.0％ 
（被所有） 
直接… 0.1％ 

なし
製品の
販売 

提出会社
製品の販
売 

1,144

売掛金 448

その他 0

属性 
会社等 
の名称 

住所 
資本金又 
は出資金 
(百万円) 

事業の内容 
又は職業 

議決権等
の所有 

（被所有）割合

関係内容

取引の内容
取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高
（百万円）役員の

兼任等 
事業上
の関係 

その他
の関係
会社の
子会社 

古河産
業㈱ 

東京
都 
中央
区 

700 

電力・通
信ケーブ
ル、非鉄
金属原
料・素
材・加工
品、化学
品、樹脂
原料・成
型品、設
備・機械
等の販売
等 

（所有）
直接…― ％ 
（被所有） 
直接… 0.0％ 

なし
原材料
の仕入 

原材料等
の購入 

2,160 買掛金 639



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

（重要な後発事象） 

    該当事項はありません。 

  

  

前連結会計年度
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  

１株当たり純資産額 238.48円

１株当たり当期純損失 2.20円

１株当たり純資産額 246.27円

１株当たり当期純損失 20.22円

 潜在株式調整後１株当たり当期純利益の金額について

は、１株当たり当期純損失が計上されているため記載し

ておりません。 

 潜在株式調整後１株当たり当期純利益の金額について

は、１株当たり当期純損失が計上されているため記載し

ておりません。 

  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当期純損失（百万円） 97 893 

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ― 

普通株式に係る当期純損失（百万円） 97 893 

期中平均株式数（株） 44,189,328 44,184,766 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

 旧商法第280条ノ19の規定によ

り新株予約権とみなされる新株引

受権２種類（新株予約権の目的と

なる株式の数140,000株）。これ

らの詳細は「第４ 提出会社の状

況、１ 株式等の状況、（2）新

株予約権等の状況」に記載のとお

りであります。 

 旧商法第280条ノ19の規定によ

り新株予約権とみなされる新株引

受権１種類（新株予約権の目的と

なる株式の数80,000株）。この詳

細は「第４ 提出会社の状況、１

株式等の状況、（2）新株予約権

等の状況」に記載のとおりであり

ます。 



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

  

（注）１ （ ）内書は、１年以内の償還予定額であります。 

２ 連結決算日後５年間の償還予定額は以下のとおりであります。 

  

【借入金等明細表】 

 （注）１ 平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２ 長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年内における返済予定額は以下のとおりでありま

す。 

  

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

  

  

会社名 銘柄 発行年月日 前期末残高

（百万円） 

当期末残高

（百万円） 

利率（％） 担保 償還期限 

東特運輸株式会社 東特運輸株

式会社第１

回無担保社

債 

平成15年９

月25日 

50  50  1.00 なし 平成19年9

月25日 

株式会社特電 株式会社特

電第１回無

担保社債 

平成17年9

月20日 

― 84  

 （32） 

0.54 なし 平成20年9

月19日 

合計 ― ― 50  134  

（32） 

― ― ― 

１年以内 
（百万円） 

１年超２年以内 
（百万円） 

２年超３年以内
（百万円） 

３年超４年以内
（百万円） 

４年超５年以内 
（百万円） 

32 82 20 ― ―

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期末残高
（百万円） 

平均利率
（％） 

返済期限 

短期借入金 7,772 9,633 1.66 ― 

１年以内に返済予定の長期借入金 2,060 2,649 1.92 ― 

長期借入金（１年以内に返済予定の
ものを除く。） 

6,021 4,153 1.92 平成19年～平成24年

その他の有利子負債 ― ― ― ― 

合計 15,855 16,436 ― ― 

  区分 
１年超２年以内 
（百万円） 

２年超３年以内
（百万円） 

３年超４年以内
（百万円） 

４年超５年以内 
（百万円） 

  長期借入金 2,999 782 335 8



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

  

   
前事業年度

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（資産の部）    

Ⅰ 流動資産    

１ 現金及び預金   1,425,816 1,196,750 

２ 受取手形 ※４  430,418 329,919 

３ 売掛金 ※４  7,136,024 8,469,343 

４ 製品   616,888 736,187 

５ 原材料   35,786 77,144 

６ 仕掛品   804,790 937,127 

７ 貯蔵品   17,245 15,197 

８ 前払費用   91,344 78,050 

９ 繰延税金資産   425,362 336,488 

10 短期貸付金 ※４  201,167 428,295 

11 未収入金 ※４  893,389 1,463,783 

12 その他の流動資産   44,669 5,315 

貸倒引当金   △25,521 △33,813 

流動資産合計   12,097,382 38.5 14,039,788 41.7



  

   
前事業年度

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

Ⅱ 固定資産    

１ 有形固定資産    

(1）建物 ※１ 9,063,555 9,079,921  

減価償却累計額  5,994,066 3,069,488 6,177,434 2,902,487 

(2）構築物  666,068 664,066  

減価償却累計額  565,732 100,335 575,122 88,944 

(3）機械及び装置 ※１ 13,477,975 13,741,998  

減価償却累計額  11,035,759 2,442,216 11,415,834 2,326,163 

(4）車両及び運搬具  69,161 67,686  

減価償却累計額  64,842 4,319 62,237 5,449 

(5）工具器具及び備品  2,571,991 2,725,168  

減価償却累計額  2,176,678 395,313 2,306,015 419,152 

(6）土地 ※１  3,331,300 3,322,055 

(7）建設仮勘定   163,226 254,450 

有形固定資産合計   9,506,200 30.2 9,318,704 27.6

２ 無形固定資産    

(1）ソフトウェア   58,582 57,873 

(2）電話加入権   10,350 10,350 

無形固定資産合計   68,933 0.2 68,223 0.2



  

   
前事業年度

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

３ 投資その他の資産    

(1）投資有価証券   1,014,661 1,474,867 

(2）関係会社株式   5,779,285 6,012,183 

(3）出資金   751 751 

(4）関係会社出資金   1,218,350 1,196,024 

(5）従業員長期貸付金   45,828 40,662 

(6）関係会社長期貸付金   236,904 316,934 

(7）破産・更生等債権   147,591 145,203 

(8）長期前払費用   40,063 38,082 

(9）繰延税金資産   1,360,475 1,140,110 

(10）その他の投資   133,186 105,009 

貸倒引当金   △193,643 △193,883 

投資その他の資産合計   9,783,454 31.1 10,275,946 30.5

固定資産合計   19,358,588 61.5 19,662,874 58.3

資産合計   31,455,971 100.0 33,702,663 100.0

     

（負債の部）    

Ⅰ 流動負債    

１ 支払手形 ※４  464,646 574,571 

２ 買掛金 ※４  5,167,766 6,589,064 

３ 短期借入金 ※１  6,020,000 7,220,000 

４ 一年以内返済予定の 
長期借入金 

※１  1,429,000 2,482,000 

５ 未払金 ※４  386,811 441,131 

６ 未払費用   678,159 714,448 

７ 未払法人税等   59,009 34,414 

８ 預り金   109,992 57,923 

９ 設備関係支払手形   30,233 37,579 

10 その他   33,338 20,500 

流動負債合計   14,378,957 45.7 18,171,634 53.9



  

  

   
前事業年度

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

Ⅱ 固定負債    

１ 長期借入金 ※１  5,587,750 3,714,750 

２ 退職給付引当金   1,827,742 1,911,941 

３ 役員退職慰労引当金   72,730 34,460 

４ その他の固定負債   73,753 76,919 

固定負債合計   7,561,975 24.0 5,738,071 17.0

負債合計   21,940,933 69.7 23,909,705 70.9

     

（資本の部）    

Ⅰ 資本金 ※２  6,146,796 19.6 6,146,796 18.2

Ⅱ 資本剰余金    

１ 資本準備金  1,536,699 1,536,699  

２ その他資本剰余金    

(1）資本準備金減少差益  1,392,593 1,392,593  

資本剰余金合計   2,929,293 9.3 2,929,293 8.7

Ⅲ 利益剰余金    

１ 当期未処分利益  103,426 129,446  

利益剰余金合計   103,426 0.3 129,446 0.4

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

  340,968 1.1 594,150 1.8

Ⅴ 自己株式 ※３  △5,446 △0.0 △6,728 △0.0

資本合計   9,515,038 30.3 9,792,957 29.1

負債・資本合計   31,455,971 100.0 33,702,663 100.0

     



②【損益計算書】 

  

   
前事業年度

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
百分比
（％） 

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高 ※１  30,898,291 100.0 32,285,900 100.0

Ⅱ 売上原価    

１ 製品期首たな卸高  497,921 616,888  

２ 当期製品製造原価  18,570,647 21,779,894  

３ 当期製品仕入高 ※１ 8,875,980 7,301,923  

４ 当期製品 
他勘定受入高 

※２ 385,575 317,355  

合計  28,330,124 30,016,060  

５ 製品期末たな卸高  616,888 27,713,236 89.7 736,187 29,279,873 90.7

売上総利益   3,185,055 10.3 3,006,027 9.3

Ⅲ 販売費及び一般管理費 
※３
※４ 

 3,291,668 10.7 3,310,998 10.2

営業損失   106,612 △0.4 304,971 △0.9

Ⅳ 営業外収益    

１ 受取利息  19,431 28,755  

２ 受取配当金 ※１ 469,912 449,306  

３ 為替差益  ― 316,444  

４ その他の収益  38,366 527,710 1.7 31,237 825,743 2.5

Ⅴ 営業外費用    

１ 支払利息  242,903 221,789  

２ 為替差損  19,121 ―  

３ その他の費用  13,698 275,723 0.9 34,879 256,668 0.8

経常利益   145,374 0.4 264,103 0.8

Ⅵ 特別利益    

１ 関係会社清算益  ― 15,070  

２ 固定資産売却益 ※５ 200 6,478  

３ 投資有価証券売却益  68,298 ―  

４ 貸倒引当金戻入額  121 68,619 0.2 ― 21,548 0.1

     



  

   
前事業年度

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
百分比
（％） 

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅶ 特別損失    

１ 固定資産除却損 ※６ 21,051 32,293  

２ ゴルフ会員処分損  ― 17,202  

３ 貸倒引当金繰入額  ― 7,731  

４ 土壌汚染処理費用  37,525 ―  

５ 新潟県中越地震損失  14,757 ―  

６ その他の損失  3,622 76,956 0.2 ― 57,227 0.2

税引前当期純利益   137,037 0.4 228,425 0.7

法人税、住民税 
及び事業税 

 69,459 63,083  

法人税等調整額  △35,849 33,610 0.1 139,322 202,405 0.6

当期純利益   103,426 0.3 26,020 0.1

前期繰越利益   － 103,426 

当期未処分利益   103,426 129,446 

     



製造原価明細書 

 （注） １ 原価計算方法は、加工費工程別総合原価計算であります。 

※２ 経費のうち主なものは、下記のとおりであります。 

※３ 他勘定振替高は経費への振替高であります。 

  

    
前事業年度

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

Ⅰ 材料費   12,634,789 67.8 15,509,514 70.7

Ⅱ 労務費   2,934,306 15.7 3,174,021 14.5

Ⅲ 経費 ※２  3,074,015 16.5 3,237,801 14.8

当期製造総費用   18,643,110 100.0 21,921,337 100.0

仕掛品期首たな卸高   763,129 804,790 

合計   19,406,239 22,726,128 

他勘定振替高 ※３  30,801 9,107 

仕掛品期末たな卸高   804,790 937,127 

当期製品製造原価   18,570,647 21,779,894 

      前事業年度   当事業年度   

  外注加工費   900,433千円   957,302千円   

  減価償却費   781,196千円   809,448千円   



③【利益処分計算書】 

  

  

  次へ 

    
前事業年度

（株主総会承認日平成17年６月24日）
当事業年度 

（株主総会承認日平成18年６月27日）

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 

（当期未処分利益の処分）   

Ⅰ 当期未処分利益   103,426 129,446

Ⅱ 利益処分額   ― ―

Ⅲ 次期繰越利益   103,426 129,446

    

（その他資本剰余金の処分）   

Ⅰ その他資本剰余金   1,392,593 1,392,593

Ⅱ その他資本剰余金処分額   ― ―

Ⅲ その他資本剰余金次期繰
越額 

  1,392,593 1,392,593

     



重要な会計方針 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 １ 有価証券の評価基準及び評価方法 

(1）子会社及び関連会社株式 (1）子会社及び関連会社株式 

 総平均法による原価法。 同左 

(2）その他有価証券 (2）その他有価証券 

① 時価のあるもの ① 時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額

は全部資本直入法により処理し、売却原価は総平

均法により算定）。 

同左 

② 時価のないもの ② 時価のないもの 

 総平均法による原価法。 同左 

２ デリバティブ等の評価基準及び評価方法 ２ デリバティブ等の評価基準及び評価方法 

デリバティブ 

時価法 

同左 

３ たな卸資産の評価基準及び評価方法 ３ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

 製品、原材料、仕掛品は総平均法による原価法。 

 貯蔵品は最終仕入原価法による原価法。 

同左 

４ 固定資産の減価償却の方法 ４ 固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 (1）有形固定資産 

定率法 同左 

 ただし、平成10年４月１日以降取得した建物（建

物附属設備を除く）については定額法。金型は残存

価額０（ゼロ）の定額法。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

  

建物     31～38年 

機械及び装置 ８～10年 

  

(2）無形固定資産 (2）無形固定資産 

定額法 同左 

 なお、自社利用のソフトウェアは社内における利

用可能期間（５年）による定額法。 

  

(3）長期前払費用 (3）長期前払費用 

均等償却 同左 

 なお、償却期間は５年であります。   

５ 引当金の計上基準 ５ 引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れ損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検討し、回収不能見

込額を計上しております。 

同左 



  

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(2）退職給付引当金 (2）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末に

おける退職給付債務及び年金資産の見込み額に基づ

き、当事業年度末において発生していると認められ

る額を計上しております。 

 会計基準変更時差異については、15年による按分

額を費用処理しております。 

 過去勤務債務については、その発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の年数（15年）による

定額法により費用処理しております。 

 数理計算上の差異については、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（15年）に

よる定額法により、発生の翌事業年度から費用処理

しております。 

同左 

(3）役員退職慰労引当金 (3）役員退職慰労引当金 

 役員及び執行役員の退職慰労金支給に備えるた

め、内規に基づく期末要支給額の全額を計上してお

ります。 

同左 

６ リース取引の処理方法 ６ リース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

７ 重要なヘッジ会計の方法 ７ 重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法  ①ヘッジ会計の方法  

 特例処理の要件を満たす金利スワップについては

特例処理によっております。 

同左 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

（ヘッジ手段）  （ヘッジ対象） 同左 

金利スワップ   借入金の利息   

③ヘッジ方針 ③ヘッジ方針 

 金利スワップ取引は、借入金の範囲内で行うこと

にしており、投機目的のためのデリバティブ取引は

行わない方針であります。 

同左 

④ヘッジ有効性評価の方法 ④ヘッジ有効性評価の方法 

 特例処理の要件を満たす金利スワップについて

は、有効性の評価を省略しております。 

同左 

８ その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 ８ その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理について 消費税等の会計処理について 

 消費税等の会計処理は、税抜方式によっておりま

す。 

同左 



会計処理の方法の変更 

  

追加情報 

  

  

  次へ 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  （固定資産の減損に係る会計基準） 

 ―――――――  当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用しており

ます。これによる損益に与える影響はありません。 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（外形標準課税制度導入の会計上の影響）   

 実務報告対応第12号「法人事業税における外形標準課

税部分の損益計算書上の表示についての実務上の取扱

い」（企業会計基準委員会 平成16年２月13日）が公表

されたことに伴い、当事業年度から同実務対応報告に基

づき、法人事業税の付加価値割及び資本割42,087千円を

販売費及び一般管理費として処理しております。 

――――――― 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

  

前事業年度 
（平成17年３月31日） 

当事業年度
（平成18年３月31日） 

１※１ 担保に供している資産 １※１ 担保に供している資産 

①財団抵当に供している資産 ①財団抵当に供している資産 
  

建物 920,673千円 

機械及び装置 432,332千円 

土地 438,140千円 

計 1,791,146千円 

建物 855,117千円 

機械及び装置 371,781千円 

土地 433,742千円 

計 1,660,640千円 

上記に対応する債務 上記に対応する債務 
  

短期借入金 981,250千円 

長期借入金 2,034,750千円 

（うち１年以内に返済予定
分） 

（414,000 
千円)

短期借入金 1,231,250千円 

長期借入金 1,720,750千円 

（うち１年以内に返済予定
分） 

（452,000 
千円)

②根抵当権を設定している資産 ②根抵当権を設定している資産 
  

建物 759,988千円 

土地 242,359千円 

計 1,002,348千円 

建物 703,343千円 

土地 242,359千円 

計 945,703千円 

上記に対応する債務 上記に対応する債務 
  

長期借入金 1,017,000千円 

（うち１年以内に返済予定

分） 

157,000千円 

長期借入金 860,000千円 

（うち１年以内に返済予定

分） 

140,000千円 

２※２ 会社が発行する株式の総数 ２※２ 会社が発行する株式の総数 

普通株式 176,000,000株 普通株式   176,000,000株 

 ただし、株式の消却が行われた場合には、これ

に相当する株式数を減ずる旨定款で定めておりま

す。 

 ただし、株式の消却が行われた場合には、これ

に相当する株式数を減ずる旨定款で定めておりま

す。 
  

発行済株式の総数 普通株式 44,278,359株 発行済株式の総数 普通株式 44,278,359株 

３※３ 自己株式 ３※３ 自己株式 

 普通株式       39,692株  普通株式       45,120株 



前事業年度 
（平成17年３月31日） 

当事業年度
（平成18年３月31日） 

４   偶発債務 ４   偶発債務 

(1）銀行借入に対する保証債務 (1）銀行借入に対する保証債務 
  

被保証者 
保証総額 
（千円） 

うち提出会社
負担分（千円）

TOTOKU 
(MALAYSIA) 
SDN.BHD. 

13,077
（462千M$） 

10,461
（370千M$） 

PT. TOTOKU 
INDONESIA 

214,820
（2,000千US$） 

214,820
（2,000千US$） 

TOTOKU NORTH 
AMERICA, INC. 

214,820
（2,000千US$） 

214,820
（2,000千US$） 

東特（香港）有限
公司 

217,023
（2,020千US$） 

173,618
（1,616千US$） 

TOTOKU 
PHILIPPINES, 
INC. 

107,410
（1,000千US$） 

107,410
（1,000千US$） 

TOTOKU 
(THAILAND) CO., 
LTD. 

219,200
（80,000千

THB） 

219,200
（80,000千

THB） 

トウトクテクノ㈱ 300,000 300,000

東特長岡㈱ 500,000 500,000

合計 1,786,350 1,740,330

被保証者
保証総額
（千円） 

うち提出会社 
負担分（千円） 

TOTOKU 
(MALAYSIA) 
SDN.BHD. 

11,722
（379千M$） 

9,378 
（303千M$） 

PT. TOTOKU 
INDONESIA 

234,940
（2,000千US$） 

234,940 
（2,000千US$） 

TOTOKU NORTH 
AMERICA, INC. 

234,940
（2,000千US$） 

234,940 
（2,000千US$） 

東特（香港）有限
公司 

119,879
（1,020千US$） 

95,903 
（816千US$） 

TOTOKU 
PHILIPPINES, 
INC. 

234,940
（2,000千US$） 

234,940 
（2,000千US$） 

TOTOKU 
(THAILAND) CO., 
LTD. 

499,950
（165,000千

THB） 

499,950 
（165,000千

THB） 

トウトクテクノ㈱ 300,000 300,000 

東特長岡㈱ 500,000 500,000 

合計 2,136,372 2,110,051 

(2）未経過リース料に対する保証債務 (2）未経過リース料に対する保証債務 
  

被保証者 
保証総額 
（千円） 

うち提出会社
負担分（千円）

トウトクテクノ㈱ 830 830

東特長岡㈱ 16,200 16,200

合計 17,031 17,031

被保証者
保証総額
（千円） 

うち提出会社 
負担分（千円） 

トウトクテクノ㈱ 651 651 

東特長岡㈱ 2,071 2,071 

合計 2,722 2,722 

５※４ 関係会社に係る注記 ５※４ 関係会社に係る注記 

 区分掲記されたもの以外で各科目に含まれてい

る関係会社に対するものは次のとおりでありま

す。 

 区分掲記されたもの以外で各科目に含まれてい

る関係会社に対するものは次のとおりでありま

す。 
  

  

受取手形 12,566千円 

売掛金 2,129,104千円 

短期貸付金 201,167千円 

未収入金 697,670千円 

支払手形 36,312千円 

買掛金 2,187,747千円 

受取手形 2,286千円 

売掛金 2,340,582千円 

短期貸付金 428,295千円 

未収入金 1,038,354千円 

支払手形 52,700千円 

買掛金 2,791,759千円 

未払金 74,638千円 

６   商法施行規則第124条第３号に規定する資産に

時価を付したことにより増加した純資産額は、 

340,968千円であります。 

６   商法施行規則第124条第３号に規定する資産に

時価を付したことにより増加した純資産額は、 

594,150千円であります。 



前事業年度 
（平成17年３月31日） 

当事業年度
（平成18年３月31日） 

―――――― ７   平成16年６月24日開催の定時株主総会において

下記の欠損てん補を行っております。 

  資本準備金 3,197,662千円 

利益準備金 574,829千円 



（損益計算書関係） 

  

  

  次へ 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 関係会社に係る注記 ※１ 関係会社に係る注記 

 各科目に含まれている関係会社に対するものは次

のとおりであります。 

 各科目に含まれている関係会社に対するものは次

のとおりであります。 
  

売上高 8,450,273千円 

製品・原材料仕入高及び外
注加工費 

11,462,951千円 

受取配当金 435,911千円 

売上高 8,782,980千円 

製品・原材料仕入高及び外
注加工費 

10,179,116千円 

受取配当金 293,357千円 

※２ 当期製品他勘定受入高の内訳 ※２ 当期製品他勘定受入高の内訳 
  

研究開発費より売上高 7,633千円 

経費その他より売上高 377,942千円 

計 385,575千円 

研究開発費より売上高 71,570千円 

経費その他より売上高 245,784千円 

計 317,355千円 

※３ 販売費に属する費用のおおよその割合は40％であ

り、一般管理費に属する費用のおおよその割合は 

60％であります。主要な科目及び金額は次のとおり

であります。 

※３ 販売費に属する費用のおおよその割合は40％であ

り、一般管理費に属する費用のおおよその割合は 

60％であります。主要な科目及び金額は次のとおり

であります。 
  

  

荷造発送費 311,090千円 

出張費 172,561千円 

給料 1,042,430千円 

退職給付費用 206,810千円 

賞与 268,269千円 

役員退職慰労引当金繰入額 24,437千円 

福利厚生費 298,944千円 

減価償却費 136,547千円 

研究開発費 103,162千円 

荷造発送費 398,539千円 

出張費 180,156千円 

給料 1,027,362千円 

退職給付費用 187,442千円 

賞与 269,268千円 

役員退職慰労引当金繰入額 30,730千円 

福利厚生費 291,926千円 

減価償却費 150,259千円 

研究開発費 115,037千円 

諸手数料 216,813千円 

※４ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費                555,602千円 

※４ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費               619,975千円 

※５ 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 ※５ 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 
  

工具器具及び備品 200千円 建物及び構築物 6,478千円 

※６ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 ※６ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 
  

  

機械及び装置 15,097千円 

建物及び構築物 5,427千円 

工具器具及び備品 527千円 

計 21,051千円 

機械及び装置 8,095千円 

建物及び構築物 2,767千円 

工具器具及び備品 20,397千円 

その他 1,032千円 

計 32,293千円 



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 
  

  

機械及び 
装置 
  

（千円） 

  

工具 
器具及 
び備品 
（千円） 

  

車両 
及び 
運搬具 
（千円） 

  

  
合計 
  

（千円）

取得価額 
相当額 

579,406 353,259 14,706 947,371

減価償却 
累計額 
相当額 

389,317 256,877 5,824 652,018

期末残高 
相当額 

190,088 96,381 8,881 295,352

機械及び
装置 
  

（千円）

工具
器具及 
び備品 
（千円）

車両 
及び 
運搬具 
（千円） 

  

  
合計 
  

（千円） 

取得価額
相当額 

55,000 264,844 27,318 347,162

減価償却
累計額 
相当額 

55,000 213,606 10,011 278,618

期末残高
相当額 

― 51,238 17,306 68,544

 なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。 

同左 

② 未経過リース料期末残高相当額 ② 未経過リース料期末残高相当額等 

  未経過リース料期末残高相当額 
  

１年以内 185,560千円

１年超 109,791千円

合計 295,352千円

１年以内 30,363千円

１年超 38,180千円

合計 68,544千円

 なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法により算定しており

ます。 

同左 

③ 支払リース料及び減価償却費相当額 ③ 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額及び減損損失 
  

支払リース料 222,874千円

減価償却費相当額 222,874千円

支払リース料 166,838千円

減価償却費相当額 166,838千円

④ 減価償却費相当額の算定方法 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を０（ゼロ）

とする定額法によっております。 

同左 

  （減損損失について） 

   リース資産に配分された減損損失はありません。 



（有価証券関係） 

前事業年度（平成17年３月31日） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

  

当事業年度（平成18年３月31日） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

  

  
貸借対照表計上額 
（千円） 

時価
（千円） 

差額 
（千円） 

関連会社株式 1,755,518 1,550,850 △204,668

  
貸借対照表計上額 
（千円） 

時価
（千円） 

差額 
（千円） 

関連会社株式 1,764,807 1,083,554 △681,252



（税効果会計関係） 

  

前事業年度 
（平成17年３月31日） 

当事業年度
（平成18年３月31日） 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 
  
繰延税金資産  

繰越欠損金 1,931,556千円

退職給付引当金 734,022千円

事業見直し資産整理損 259,800千円

未払賞与 142,535千円

役員退職慰労引当金 29,127千円

ゴルフ会員権評価損 21,570千円

繰越外国税額控除 349,313千円

その他 244,114千円

繰延税金資産小計 3,712,037千円

評価性引当額 △1,697,369千円

繰延税金資産合計 2,014,668千円

   

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 △228,831千円

繰延税金負債合計 △228,831千円

繰延税金資産の純額 1,785,837千円

繰延税金資産  

繰越欠損金 1,894,606千円

退職給付引当金 767,837千円

事業見直し資産整理損 249,318千円

未払賞与 148,023千円

役員退職慰労引当金 13,758千円

ゴルフ会員権評価損 21,667千円

繰越外国税額控除 269,503千円

その他 168,082千円

繰延税金資産小計 3,532,794千円

評価性引当額 △1,657,448千円

繰延税金資産合計 1,875,346千円

   

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 △398,748千円

繰延税金負債合計 △398,748千円

繰延税金資産の純額 1,476,598千円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 
  
法定実効税率 40.2％

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない

項目 

8.3％

受取配当金等永久に益金に算入され

ない項目 

△4.6％

住民税均等割 12.3％

直接納付外国税額損金算入 38.3％

未認識資産評価損 25.0％

繰越欠損金回収見込の増減 △95.0％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 24.5％

法定実効税率 40.2％

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない

項目 

4.9％

受取配当金等永久に益金に算入され

ない項目 

△14.2％

住民税均等割 7.3％

直接納付外国税額損金算入 20.3％

未認識資産評価損 △16.2％

繰越欠損金回収見込の増減 46.3％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 88.6％



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

（重要な後発事象） 

    該当事項はありません。 

  

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  

１株当たり純資産額 215.08円

１株当たり当期純利益 2.34円

１株当たり純資産額 221.39円

１株当たり当期純利益 0.59円

 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額は、希薄化

効果を有している潜在株式が存在しないため記載してお

りません。 

 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額は、希薄化

効果を有している潜在株式が存在しないため記載してお

りません。 

  
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当期純利益（千円） 103,426 26,020 

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ― 

普通株式に係る当期純利益（千円） 103,426 26,020 

期中平均株式数（株） 44,243,297 44,235,909 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり当期純利益の算定に含め

なかった潜在株式の概要 

 旧商法第280条ノ19の規定によ

り新株予約権とみなされる新株引

受権２種類（新株予約権の目的と

なる株式の数140,000株）。これ

らの詳細は「第４ 提出会社の状

況、１ 株式等の状況、（2）新

株予約権等の状況」に記載のとお

りであります。 

 旧商法第280条ノ19の規定によ

り新株予約権とみなされる新株引

受権１種類（新株予約権の目的と

なる株式の数80,000株）。この詳

細は「第４ 提出会社の状況、１

株式等の状況、（2）新株予約権

等の状況」に記載のとおりであり

ます。 



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

  

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額 
（千円） 

投
資
有
価
証
券 

そ
の
他
有
価
証
券 

㈱みずほフィナンシャルグループ 543 523,025 

ソレキア㈱ 1,257,743 301,858 

㈱りそなホールディングス 649 263,123 

㈱八十二銀行 153,306 145,181 

日本電信電話㈱ 113 57,165 

ミズショー㈱ 1,000 40,000 

鈺緯科技開發股份有限公司 1,000,000 37,107 

㈱エイワ 10,000 24,000 

信越富士通㈱ 40,000 20,000 

古河電池㈱ 56,000 16,016 

その他（17銘柄） 319,373 47,390 

  2,838,728 1,474,867 



【有形固定資産等明細表】 

 （注）１ 当期増加額のうち主なものは、次のとおりであります。 

  

２ 当期減少額のうち主なものは、次のとおりであります。 

  

３ 無形固定資産については、資産総額の１％以下であるため「前期末残高」、「当期増加額」及び「当期減少額」の記載

を省略しました。 

  

４ 有形固定資産の当期の償却額の内訳 

  

資産の種類 

前期末残高
  
  

（千円） 

当期増加額 
  
  

（千円） 

当期減少額
  
  

（千円） 

当期末残高
  
  

（千円） 

当期末減価
償却累計額 
又は償却 

累計額（千円)

当期償却額 
  
  

（千円） 

差引当期末
残高 
  

（千円） 

有形固定資産         

建物 9,063,555 65,096 48,729 9,079,921 6,177,434 226,565 2,902,487

構築物 666,068 935 2,937 664,066 575,122 12,062 88,944

機械及び装置 13,477,975 422,527 158,505 13,741,998 11,415,834 523,407 2,326,163

車両及び運搬具 69,161 1,899 3,374 67,686 62,237 601 5,449

工具器具及び備品 2,571,991 191,976 38,800 2,725,168 2,306,015 165,781 419,152

土地 3,331,300 ― 9,244 3,322,055 ― ― 3,322,055

建設仮勘定 163,226 773,638 682,413 254,450 ― ― 254,450

有形固定資産計 29,343,279 1,456,073 944,005 29,855,348 20,536,644 928,418 9,318,704

無形固定資産   

ソフトウェア ― ― ― 128,868 70,995 20,423 57,873

電話加入権 ― ― ― 10,350 ― ― 10,350

無形固定資産計 ― ― ― 139,218 70,995 20,423 68,223

長期前払費用 62,302 8,884 ― 71,186 33,104 10,865 38,082

繰延資産 ― ― ― ― ― ― ―

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ―

  機械及び装置 電子材料事業部 焼付設備等  293,503千円 

    光・電線事業部 光関連設備等  78,632千円 

          

  建設仮勘定 電子材料事業部 焼付設備等  354,470千円 

    光・電線事業部 光関連設備等  142,005千円 

  建設仮勘定 電子材料事業部 焼付設備等  293,503千円 

    光・電線事業部 光関連設備等  78,632千円 

  販売費及び一般管理費（減価償却費） 150,259千円  

  製造経費（減価償却費） 809,448千円  

  計 959,707千円  



【資本金等明細表】 

 （注） 当期末における自己株式数は45,120株であります。 

  

【引当金明細表】 

  

  

  

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

資本金（千円） 6,146,796 ― ― 6,146,796

資本金のうち 
既発行株式 

普通株式（注） （株） （44,278,359） （―） （―）（44,278,359）

普通株式 （千円） 6,146,796 ― ― 6,146,796

計 （株） （44,278,359） （―） （―）（44,278,359）

計 （千円） 6,146,796 ― ― 6,146,796

資本準備金 
及びその他 
資本剰余金 

（資本準備金）    

株式払込剰余金 （千円） 1,516,398 ― ― 1,516,398

合併差益 （千円） 19,901 ― ― 19,901

再評価積立金 （千円） 400 ― ― 400

（その他資本剰余金）    

資本準備金減少差益 （千円） 1,392,593 ― ― 1,392,593

計 （千円） 2,929,293  2,929,293

利益準備金 
及び 
任意積立金 

（利益準備金） （千円） ― ― ― ―

（任意積立金） （千円） ― ― ― ―

計 （千円） ― ― ― ―

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額
（千円） 

当期減少額
（目的使用） 
（千円） 

当期減少額
（その他） 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

貸倒引当金 219,165 8,531 ― ― 227,696

役員退職慰労引当金 72,730 30,730 69,000 ― 34,460



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 現金及び預金 

  

② 受取手形 

  

③ 売掛金 

(イ）相手先別内訳 

  

区分 金額（千円）

現金 270 

預金 

当座預金 623,707 

普通預金 572,773 

小計 1,196,480 

合計 1,196,750 

(イ）相手先別内訳     (ロ）期日別内訳   

相手先 金額（千円） 期日 金額（千円） 

フジノン㈱ 60,800 平成18年４月 21,174 

ミズショー㈱ 49,877 ５月 3,649 

㈱モリック 21,010 ６月 117,017 

奥村金属㈱ 15,378 ７月 147,218 

㈱エコー 14,845 ８月以降 40,860 

その他 168,006 合計 329,919 

合計 329,919 

相手先 金額（千円）

U.S. ELECTRONICS,INC. 593,163 

㈱トクデンプロセル 531,846 

㈱東特上田販売店 530,481 

FUJITSU COMPUTER PRODUCTS CORPORATION OF THE 
PHILIPPINES 

504,473 

㈱シバタ 441,048 

その他 5,868,328 

合計 8,469,343 



(ロ）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注） 消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。 

  

④ 製品 

  

⑤ 原材料 

  

⑥ 仕掛品 

  

前期繰越高(千円) 

  

(Ａ) 

当期発生高(千円)

  

(Ｂ) 

当期回収高(千円)

  

(Ｃ) 

次期繰越高(千円)

  

(Ｄ) 

回収率(％) 

  

  

(Ｃ) 
×100 

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日) 

  

(Ａ)＋(Ｄ) 

２ 

(Ｂ) 

365 

7,136,024 33,232,167 31,898,849 8,469,343 79.0 86

区分 金額（千円）

電線及び電線加工品分野製品 358,874 

電子機器・部品分野製品 377,313 

合計 736,187 

区分 金額（千円）

ビニル線類 507 

塗料 3,600 

映像機器部品材料 9,657 

電子機器材料 106 

その他 63,272 

合計 77,144 

区分 金額（千円）

銅線類 293,693 

めっき線類 16,753 

抵抗線類 37,526 

ビニル線類 101,738 

ヒータ線類 82,435 

コンパウンド類 71,338 

電子機器・部品類 27,650 

その他 305,989 

合計 937,127 



⑦ 貯蔵品 

  

⑧ 関係会社株式 

  

区分 金額（千円）

研究用消耗品 5,454 

その他消耗品類 9,742 

合計 15,197 

銘柄 金額（千円）

栄星電線工業股份有限公司 1,764,807 

TOTOKU (THAILAND) CO., LTD. 859,134 

TOTOKU PHILIPPINES, INC. 854,492 

TOTOKU (MALAYSIA) SDN.BHD. 589,085 

TOTOKU NORTH AMERICA, INC. 585,246 

トウトクテクノ㈱ 400,000 

東特長岡㈱ 389,000 

PT. TOTOKU INDONESIA 254,280 

東特運輸㈱ 112,000 

大星投資有限公司 80,980 

アットライフ㈱ 30,000 

㈱特電 29,982 

㈱トクデンプロセル 22,500 

東特巻線㈱ 11,732 

㈱立岩製作所 10,000 

㈱シバタ 8,000 

東特（香港）有限公司 5,600 

ティー・シー・エス㈱ 5,000 

星河貿易有限公司 343 

合計 6,012,183 



⑨ 支払手形 

  

⑩ 買掛金 

  

⑪ 借入金 

(イ）短期借入金の内訳 

  

(イ）相手先別内訳     (ロ）期日別内訳   

相手先 金額（千円）   期日 金額（千円） 

㈱南北伸銅所 205,229 平成18年４月 162,340 

㈱研精舎 101,238 ５月 149,303 

高千穂電線㈱ 54,435 ６月 116,547 

東特巻線㈱ 52,700 ７月 135,806 

小菱商事㈱ 21,890 ８月以降 10,572 

その他 139,076 合計 574,571 

合計 574,571 

相手先 金額（千円） 

古河電気工業㈱ 823,198 

TOTOKU PHILIPPINES, INC. 652,065 

古河産業㈱ 639,638 

東特長岡㈱ 517,802 

新光商事㈱ 304,471 

その他 3,651,888 

合計 6,589,064 

借入先 金額（千円） 

㈱みずほ銀行 1,950,000 

㈱りそな銀行 1,880,000 

㈱新生銀行 1,190,000 

㈱八十二銀行 900,000 

三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ 500,000 

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 500,000 

㈱三井住友銀行 300,000 

合計 7,220,000 



(ロ）長期借入金の内訳 

  

⑫ 退職給付引当金 

  

(3）【その他】 

 該当事項はありません。 

  

借入先 
期末残高 

(１年以内返済予定額を除く)
（千円） 

１年以内返済予定額
  

（千円） 

計 
  

（千円） 

㈱りそな銀行 1,187,250 507,000 1,694,250 

㈱みずほ銀行 968,500 507,000 1,475,500 

㈱八十二銀行 200,000 550,000 750,000 

国際協力銀行 420,000 140,000 560,000 

㈱三井住友銀行 ― 500,000 500,000 

第一生命保険（相） 
他４社 

939,000 278,000 1,217,000 

計 3,714,750 2,482,000 6,196,750 

区分 金額（千円） 

退職給付債務 5,033,628 

年金資産 1,141,734 

未認識数理計算上の差異 1,271,256 

未認識過去勤務債務 △117,252 

会計基準変更時差異の未処理額 825,949 

合計 1,911,941 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

  

（注）１ 開示府令の改正（平成18年４月25日付・内閣府令第52号・附則第４号第15項）により従来の「代理人」、「公告掲載新聞

名」と表示されていた項目は、それぞれ「株主名簿管理人」、「公告掲載方法」に改正されました。  

決算期 ３月31日 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日 

株券の種類 

１株券、５株券、10株券、50株券、100株券、500株券、1,000株券、5,000株券
及び10,000株券とします。 
ただし、100株未満の株式につき、その株数を表示した株券を発行することが
できます。 

中間配当基準日 ９月30日 

１単元の株式数 1,000株 

株式の名義書換え  

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店
野村證券株式会社 本店及び全国各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

単元未満株式の買取り  

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店
野村證券株式会社 本店及び全国各支店 

買取手数料 無料 

公告掲載方法 日本経済新聞に掲載する方法により行う。（注）２

株主に対する特典 なし 



２ 平成18年６月27日開催の定時株主総会の決議により定款が変更され、会社の公告の方法は次のとおりとなりました。 

当会社の公告は、電子公告により行う。ただし、電子公告によることができない事故その他のやむを得ない事由が生じた

ときは、日本経済新聞に掲載する方法により行う。 

   

 ３ 平成15年３月26日開催の取締役会において、平成15年４月１日施行の商法改正による株券失効制度に対応するため、株式

取扱規則の変更を決議し、株券喪失登録及び抹消の申請に関する概要を下記のとおり定めております。なお、株券失効制度

に関する定款変更については、平成15年６月24日開催の定時株主総会において決議しております。 

  

事務取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店
野村證券株式会社 本店及び全国各支店 

登録及び抹消手数料
株券喪失登録及び抹消の申請１件につき10,000円 
申請に係る株券１株につき500円 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

 当社は、親会社等はありません。 

  

２【その他の参考情報】 

  

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。 

  

  

(1）有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
（第87期） 

自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日 

平成17年６月24日
関東財務局長に提出。 

        

(2）半期報告書 （第88期中） 自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日 

平成17年12月22日
関東財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

  

 該当事項はありません。 

  

  



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１７年６月２４日

東 京 特 殊 電 線 株 式 会 社 

代表取締役社長 小 泉 伸 太 郎 殿 

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている東京特殊電線株

式会社の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益

計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責

任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連

結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討す

ることを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、東京特殊電線株

式会社及び連結子会社の平成１７年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 櫻 井 資 悦 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 秋 山 賢 一 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年６月２７日

東 京 特 殊 電 線 株 式 会 社 

代表取締役社長 小 泉 伸 太 郎 殿 

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている東京特殊電線株

式会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益

計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責

任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連

結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討す

ることを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、東京特殊電線株

式会社及び連結子会社の平成１８年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 櫻 井 資 悦 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 秋 山 賢 一 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１７年６月２４日

東 京 特 殊 電 線 株 式 会 社 

代表取締役社長 小 泉 伸 太 郎 殿 

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている東京特殊電線株

式会社の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの第８７期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、

利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場か

ら財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、東京特殊電線株式会

社の平成１７年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示し

ているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 櫻 井 資 悦 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 秋 山 賢 一 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年６月２７日

東 京 特 殊 電 線 株 式 会 社 

代表取締役社長 小 泉 伸 太 郎 殿 

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている東京特殊電線株

式会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第８８期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、

利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場か

ら財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、東京特殊電線株式会

社の平成１８年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示し

ているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 櫻 井 資 悦 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 秋 山 賢 一 
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